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第一章 問題の所在と研究の目的 

 

第一節 問題の所在 

国立教育政策研究所学級経営研究会（2000）は，いわゆる「学級崩壊」の状況にある

事例のうち，約 25％が学級内に「特別な教育的配慮や支援を必要とする子どもがいる事

例」であり，学級崩壊と発達障害が無関係ではないこと指摘した。その後，特別支援教育

がスタートし，10 年余が経過した。スタート時点と比べると，障害のある児童生徒を受

け入れるための法的整備や体制整備は格段に進展してきた。 

また，一連の法整備の過程で，就学基準の変更が行われたことは，学校現場に大きな

影響をもたらした。就学基準の変更は，障害の種類や程度に応じて学ぶ学校や学級を決め

る分離別学教育からインクルーシブ教育への転換を意味する。これは，すなわち，単なる

制度変更に留まらない，通常学級の教師に多様な児童生徒を教育するための指導意識，指

導行動への転換を要求するものであったと考えられる。 

従来の分離別学体制における教師の意識は大きく 2 つあり，1 つは障害のある子どもの

発達保障のためには別々の場で学ぶ必要があるということ，もう 1 つは健常児の教育に支

障があるので学ぶ場所を分けるということであった。近年の調査においても，教師の中に，

未だ分離別学の体制下と同様の意識があることが推察される結果が得られている。Yada & 

Savolainen（2017）は，日本の教師のインクルーシブ教育に対する態度とインクルーシブ

教育の実践に対する自己効力感を調査した。その結果，フィンランドの教師と同様

（Savolainen，Engelbrecht，Nel & Malinen，2012）に，日本の担任教師も障害のある児童

生徒を自分の学級に受け入れることについて否定的であることを明らかにし，さらに，日

本の教師は諸外国の教師に比べてインクルーシブ教育に対する自己効力感が低く，特に児

童生徒の問題行動の管理に関する自己効力感が低いことを明らかにした。また，上野・中

村（2011）の調査では，インクルーシブ教育は必要ないと答えた教員が約 3 分の１おり，

その理由として「通常学級に在籍する児童に悪影響であると思う」が挙げられている。す

なわち，インクルーシブ教育が提唱されて 10 年余が経過した現在であっても，一部の通

常学級教師には，障害のある児童生徒を含む学級経営において問題行動を管理することへ

の自信のなさから，障害のある児童生徒の存在を受容しにくくなる意識や健常である多数

を優先する学級経営を志向する意識が生起し，従来からの意識を転換できていない可能性

が考えられるのである。 
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こうした指導意識から影響を受ける指導行動にも迷いが生じると考えられる。太田・

石田（2009）は，特別な指導や配慮が必要と考えられる児童への個別対応と学級全体への

対応に苦慮する現職教師の自由記述を整理した結果，教師は学級の「個」と「全体」に目

を配る必要があることを指摘している。また，井上・窪島（2009）は，小学校通常学級の

担任教師が求めている支援に関する 4 つの因子の一つとして，特別な支援を必要としてい

る児童と周囲児をつなぐ支援を抽出している。これらの研究は，特別支援教育に関する教

師の指導行動として，支援の必要な児童生徒への個別対応だけでなく，学級経営や授業づ

くりなどの学級集団への対応に関する必要性を指摘したものといえる。また，河村（2013）

は，学級集団の発達が止まった学級の中に，支援が必要な児童生徒に対する個別対応と，

学級への全体対応の統合が不十分な事例が数多くみられたことから，個別対応と全体対応

をどう統合していくのかというモデルが学校現場で整理されていないという問題があるこ

とを指摘している。つまり，多くの教師は，個別対応と全体対応の必要性は承知している

ものの，それをどうやって同時に展開していくのかがわからないという現状があり，通常

学級での指導に混乱をきたしていることが推察される。したがって，教師の混乱や迷いを

解消し，通常学級におけるインクルーシブ教育を推進するために，インクルーシブ教育の

理念にふさわしい学級経営のあり方，それを具現化する教師の指導行動やその背景にある

指導意識のあり方が明らかにされる必要があるのである。 

こうした問題の所在から，次節では，通常学級の学級経営に関する先行研究，教師の

指導行動に関する先行研究，教師の指導意識に関する先行研究，指導意識に影響を与える

文化的要因に関する先行研究を整理し，その上で本研究における課題を抽出する。 

 

第二節 先行研究 

学級経営に影響を及ぼす教師要因には，教師の内面にあり外部から観察できないもの

と，教師の表面に現れてくる指導行動・態度がある。内面にあるものとしては，一般に，

信念，教育観・指導観・子ども観・障害観・授業観などと言われる教師の指導意識があり，

これらは，学級制度や教育制度等の制度・文化的な影響を受けると考えられる。したがっ

て，インクルーシブ教育の展開を前提とした学級経営のあり方を検討しようとする本研究

においては，先行研究を，①通常学級担任教師の学級経営に関する先行研究，②通常学級

担任教師の指導行動に関する先行研究，③通常学級担任教師の指導意識に関する先行研究，

④通常学級担任教師の指導に影響を及ぼす制度・文化的要因に関する先行研究，の 4 つの
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カテゴリーで整理することにした。 

第一項 通常学級担任の学級経営に関する先行研究 

文献検索は，「通常学級」をキーワードに 1985 年から 2019 年までの学会原著論文を検

索した。研究対象雑誌は，学校カウンセリング研究，学校心理学研究，学級経営心理学研

究，発達心理学研究，カウンセリング研究，教育カウンセリング研究，教育心理学研究，

教育相談研究，LD 研究，心理学研究，特殊教育学研究の 11 誌であった（以降，研究対象

雑誌はここに掲げた 11 誌を指すものとする）。このうち，小学校を領域とし，学級へのア

プローチを含む研究を抽出したところ 19 件が該当した。また，これらの研究雑誌に掲載

されていた論文中で引用されている論文は，学会発表論文集に収録されている発表論文，

大学紀要なども含め，本研究に関係する文献の対象として抽出した。 

整理の結果，①通常学級における包括的支援に関する知見，②通常学級の「学級づく

り」に関する知見，③通常学級における児童生徒の学級適応に関する知見，の 3 つのカテ

ゴリーに分けることができた。 

1 通常学級における包括的支援に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇行動理論に基づく包括的支援の取り組みが，日本の学校現場でも実践されるようになっ

てきており，その有効性が示されていること（小泉・若杉，2006；興津・関戸，

2007；大久保・高橋・野呂，2011；佐囲東・加藤，2013；関戸・田中，2010；関戸・安

田，2011；鶴見・五味・野呂，2012；村中・小川，2016）。 

〇行動理論に基づく包括的支援の実践は，多くの時間を担任一人で受け持たねばならない

日本の学校現場では負担が大きく，継続実践が困難であること（古市・西山，2014；

興津・関戸，2007；大久保ら，2011；佐囲東・加藤，2013）。 

〇行動理論に基づく包括的支援は一事例の研究が多いため，担任教師が行う学級経営全体

への指針となりにくいこと（佐囲東・加藤，2013；大久保・加藤，2012）。 

2 通常学級の「学級づくり」に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇インクルーシブ教育が提言された後の学校教育においても，社会形成を目的とした日本

の学級づくりに価値が見出されていること（文部科学省，2012a）。 

〇インクルーシブ教育の基盤としての学級づくりは，担任教師の教育観，学級経営観が重

要であること（柴田，2011；津久田，2009；山田，2011；若松・谷中，2013）。 
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〇通常学級のインクルーシブ教育研究においては，教室観察や教師からの聞き取りを基に

した質的研究とそれを実証的に示す量的研究の混合研究が求められること（浜谷，

2012）。 

3 通常学級における児童の学級適応に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇通常学級のインクルーシブ教育において，特別支援対象児は周囲児と比べて学級適応感

が低いこと（深沢・河村，2012；河村・武蔵，2017a）。 

〇学級内の特別支援対象児の在籍数や困難領域によって周囲児の学級適応感も影響を受け

ること（深沢・河村，2007；深沢・河村，2008；深沢・河村，2017a；河村・武蔵，

2017a，2017b）。 

〇学級は特別支援対象児への支援環境と捉えることができ，学級状態を良好にすることが

特別支援対象児を支援する重要な要因であること（深沢・河村，2017b；武蔵・河村，

2017；武蔵・河村，2019）。 

〇実践研究を通して，学級状態を良好にすることの効果が確認されていること（南澤，

2012；曽山・堅田，2012）。 

第二項 通常学級担任教師の指導行動に関する先行研究 

文献検索は，「指導行動」をキーワードに 1985 年から 2019 年までの研究対象雑誌に掲

載の学会論文を検索したところ，計 18 件が該当した。また，これらの研究雑誌に掲載さ

れていた論文中で引用されている論文は，学会発表論文集に収録されている発表論文，大

学紀要なども含め，本研究に関係する文献対象として抽出した。なお，それらの先行研究

に引用され，先行研究を概観する上で重要と思われる論文や書籍については，海外の文献

や 1985 年以前のデータも対象とした。 

1 教師の無意図的指導行動に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇教師の指導行動には，意図的な指導行動と無意図的な指導行動の二種類があり（Krieck

，1922），無意図的な指導行動は教師の内面が表出したものであり，ヒドゥン・カリキ

ュラムの一部をなすこと（河村，2000；Martin，1976）。 

〇ヒドゥン・カリキュラムは，学校や学級の人間関係，雰囲気，風土，伝統，制度，行動

様式等の様々な要素を通して，暗黙のうちに伝達されていくものであること（Jackson，

1968；文部科学省，2006）。 
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2 教師の意図的指導行動に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇意図的な指導行動においては，現在もなお教師の指導行動に関する中心的な理論として

PM 理論が用いられており，P 機能と M 機能の両機能を強く発揮する場合に児童生徒に

ポジティブな影響を与えること（藤原・川俣・河村，2017；福本・粕谷，2012；橋口，

2003；河村，1999；河村・田上，1997a；三島・宇野，2004；三隅・吉崎・篠原，197

7；遠矢，2007）。 

〇教師の指導行動は指導性機能と援助性機能という 2 つの機能から構成され，両機能をと

もに高く発揮した場合には児童に最も良い影響を与えること。また，児童評定の指導

行動ほど顕著ではないが，教師評定による指導行動であっても，児童の適応感との関

連を検出できること（福住・河村・山口，2015；長峰・澤，2009；弓削，2012）。 

〇通常学級における学級担任教師の指導行動として，受容・共感的な指導行動が重要であ

り（浜名・松本，1993），特別支援対象児への個別対応と学級全体への対応の統合が必

要であること（河村，2013；太田・石田，2009；村田・松崎，2010）。 

第三項 通常学級担任教師の指導意識に関する先行研究 

教師の信念は，教師行動を暗黙裏に規定するとの指摘（Doyle，1990；黒羽，2005；

Richardson，1996）があり，また，実際に教師の信念が児童生徒への指導行動や態度に影

響を与えることが明らかにされている（石田・伊藤・梶田，1986；河村・國分，1996a，

1996b；河村・田上，1997b，1997c；中川・小林，2007）。このことから，教師の指導行動

の背景には教師の指導意識があり，指導意識の影響を受けた指導行動が児童にも影響を与

えるという順序性が推察され，指導行動だけでなく，その背景にある指導意識についても

検討する必要がある。したがって， 1 通常学級担任教師の専門性に関する知見，2「管

理・統制的」指導意識に関する知見，3「受容・共感的」指導意識に関する知見，の 3 つ

の観点から，通常学級担任教師の指導意識に関する知見を整理する。 

1 通常学級担任教師の専門性に関する知見 

文献検索は「通常学級，教師（または教員），専門性」をキーワードに 1985年から 2019

年までの研究対象雑誌に掲載の学会論文を検索したところ，1 件が該当した。ところが，

これは，通常学級担任教師へのコンサルテーションに関する内容であったため除外し，上

記研究雑誌以外の学会発表論文集に収録されている発表論文，大学紀要なども含めた 19

件を本研究に関係する文献対象として抽出した。なお，それらの先行研究に引用され，先
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行研究を概観する上で重要と思われる論文や書籍については，1985 年以前のデータも対

象とした。 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇通常学級担任教師の指導意識には，「受容・共感的」側面と「管理・統制的」側面の 2

側面があること（村田・松崎，2010；杉本・杉本，2018）。 

〇通常学級担任教師に必要とされる指導意識として「受容・共感的」な指導意識が示唆さ

れていること（西村，2014；今関，2010；柴田，2011；津久田，2009；山田，2011）。 

〇「管理・統制的」な指導意識は，学級全体を的確に統率するというプラス面もある（村

田・松崎，2010；杉本・杉本，2018）が，多様性を受容せず同調を求めるというマイ

ナス面が指摘されていること（安藤，2013；恒吉，1996；湯浅，2018）。 

2 「管理・統制的」指導意識に関する知見 

教師の「管理・統制的」指導意識に関しては，これまで心理学の分野ではイラショナ

ル・ビリーフという概念で研究されてきている。したがって，文献検索は「ビリーフ，教

師」をキーワードに 1985 年から 2019 年までの研究対象雑誌に掲載の学会論文を検索した

ところ，計 12 件が該当した。また，これらの研究雑誌に掲載されていた論文中で引用さ

れている論文は，学会発表論文集に収録されている発表論文，大学紀要なども含め，本研

究に関係する文献対象として抽出した。なお，それらの先行研究に引用され，先行研究を

概観する上で重要と思われる論文や書籍については，海外の文献や 1985 年以前のデータ

も対象とした。 

2-1 教師のイラショナル・ビリーフに関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇「管理・統制的」指導意識は，イラショナル・ビリーフという概念の一部として捉える

ことができること（河村・國分，1996a，1996b）。 

〇「管理・統制的」指導意識の強さは児童を管理統制して従わせる指導行動と結びつきや

すく，それが児童ネガティブな影響を及ぼすこと（福住・河村・山口，2014；河村・

田上，1997a，1998a，1998b；佐藤・河村，2000）。 

〇学校文化などの影響を受けて「管理・統制的」指導意識が高まること（藤原・河村，

2012）や，学力向上の教育改革が児童生徒中心の構成主義的指導意識の実行を妨げる

可能性が示唆されること（Powers，Zippay & Butler，2006）。 
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〇指導意識の変容は，容易ではないが可能であり，指導意識の変容によって指導行動も変

容すること（河村，2000；Warren，2010）。 

2-2 インクルーシブ教育における「管理・統制的」指導意識に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇特別支援対象の児童生徒に対して「管理・統制的」指導意識を強くする教師は，自身の

精神的健康を阻害しやすいこと（宮木，2015）。 

〇個に応じた対応が必要なインクルーシブ教育においても，教師は「管理・統制的」指導

意識をもちやすく，柔軟性を欠いた管理的な指導行動をとること（本田・河村，

2019；高橋，2004）。 

3 「受容・共感的」指導意識に関する知見 

教育分野における共感的理解は，人間的な触れ合いに基づくきめ細かい観察や面接に

よる情報，他からの情報などから児童生徒を客観的かつ総合的に認識することを基盤とし

て，児童生徒一人一人の言葉を傾聴し，内面を敏感に感じ取ろうとする教師の姿勢によっ

てなされる理解であることが示されている（文部科学省，2010）。ここで示された他者の

感情を推測する，相手の感情や様子の変化に気付くといった認知的な働きについては，心

理学領域では共感性の中でも認知的共感性として研究が進められてきている。したがって，

文献検索は「共感性，教師」あるいは「認知的共感性」をキーワードに 1985 年から 2019

年までの研究対象雑誌に掲載の学会論文を検索したところ，該当は計 7 件であった。また，

これらの研究雑誌に掲載されていた論文中で引用されている論文は，学会発表論文集に収

録されている発表論文，大学紀要なども含め，本研究に関係する文献対象として抽出した。

なお，それらの先行研究に引用され，先行研究を概観する上で重要と思われる論文や書籍

については，海外の文献や 1985 年以前のデータも対象とした。 

3-1認知的共感性に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇共感性は，認知的な要素と情動的な要素を含むこと（Decety，2011；Eisenberg，2000；

Preston & de Waal，2002）。 

〇認知的共感性とは，自他の区別が条件である，高度な他者志向的な共感であること（de 

Waal，2008；橋本・角田，1992；Hoffman，2000；角田，1994）。 

〇対人援助に関連する広い分野で，認知的共感性の肯定的な効果が明らかにされているこ

と（Huang & Su，2014；川田・田中・杉浦・山田・今野・中島，2007；Litvack-Miller， 
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McDougall & Romney，1997；長田・川上，2008；登張，2003）。 

3-2教師の共感性に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇教師の共感性にも情動的共感性と認知的共感性の 2 つがあり（Tettegah & Anderson，

2007），情動的共感性の高さは，自身のメンタルヘルスにネガティブな影響を及ぼし，

それが児童生徒との関係にもネガティブに作用していること（Barr，2011）。 

〇教師に特に必要とされる共感性は，認知的共感性であり，教師の認知的共感性が児童生

徒に対する教師の肯定的な指導行動と関連していること（Barr，2011；Gage & Berliner，

1998）。 

〇日本の教師の共感性においても，児童生徒との関係にポジティブな影響を与えるのは，

情動的共感性ではなく，認知的共感性であること（鈴木，2006，2007）。 

3-3インクルーシブ教育における教師の共感性に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇インクルーシブ教育においても，教師の認知的共感性が重要な資質能力であること

（Darling-Hammond，2000；Germain，1998；Goleman，2006；Gordon，1999；Oliner & 

Oliner，1995； Park & Hwang，2013）。 

〇インクルーシブ教育においては，マイノリティである児童生徒が置かれた状況を理解し，

不平等や差別を敏感に察知する社会的共感性が重要であること（Bäckström & Björklund，

2007；Chodkowska & Szabała，2012；Meyers，Rowell，Wells & Smith，2019）。 

第四項 指導意識に影響を与える文化的要因に関する先行研究 

教師のビリーフは，個々の文脈を超えたより大きな文化的文脈によって影響を受けて

いると指摘されている（Hermans，Van Braak & Van Keer，2008；Rosenholtz，1991）。また，

河村・國分（1996a）は，日本の教師が，日本の学校制度における学校文化，教師文化か

ら影響を受けた強迫的な教師特有のビリーフを共通してもっていることを明らかにしてい

る。したがって，教師の指導意識は，教師文化，学校文化という文化的要因の影響を受け

ると考えられる。 

教師の指導意識に影響を及ぼす文化的要因には，その国独自のものがあるため，海外

の研究とは別に，わが国の状況を踏まえた上で，論を展開する方が適切であると考えられ

た。そこで本節では，インクルーシブ教育への転換における教師の指導意識に，影響を及

ぼしていると考えられる文化的要因として，「1 日本における学級制度と学級経営観」と
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「2 特別支援教育制度におけるインクルーシブ教育の理念」を採り上げて先行研究を概

観する。 

1 日本の学級制度と学級経営観に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇学級経営観には，条件整備的学級経営観と学級づくり的経営観の 2 つがあること（岡東，

1998）。 

〇条件整備的学級経営観は，学級経営を教授・学習活動を効果的にする条件整備であると

する考えであること（岡東，1998）。 

〇学級づくり的学級経営観は，学習指導と生活指導の統合の場として学級を捉え，児童生

徒の全人的発達と社会づくりを指向する考えであること（岡東，1998）。 

〇日本の学級集団づくりには，社会化（Parsons，1970）の考え方があり，子どもたちが

学級を民主的で自治的な集団に形成する過程と，児童生徒の民主的で自律的な人格の

発達とは不可分であること（河村，2018；根本，1991）。 

〇日本の教師は，児童生徒を社会化する役割を担うため，構造的に管理的な意識をもちや

すくなること（安藤，2013；河村，2000；河村・國分，1996a，1996b；河村・田上，

1997c，1998a，1998b；近藤，1988；恒吉，1996；横湯，1992）。 

2 特別支援教育制度におけるインクルーシブ教育の理念に関する知見 

先行研究の知見を次のように整理することができる。 

〇2007 年に特別支援教育の制度が始まったことにより，分離別学の特殊教育から，イン

クルーシブ教育を志向する特別支援教育へと転換が図られたこと（文部科学省，2007，

2012a）。 

〇共生社会の形成に向けて，インクルーシブ教育の理念が重要であり，その構築のため，

特別支援教育を進めていく必要性があること（文部科学省，2012a；内閣府，2014；

UNESCO，1994）。 

〇インクルーシブ教育は，通常教育において学校全体として取り組むべき課題であり，通

常学級を育成の中心的な場として，個も全体も育てていくことが重要であること（安

西，2015；文部科学省，2017，Rychen & Salganik，2003) 

〇共生社会の実現を目的とするならば，学級集団づくりは重要な過程であり，そのために，

教師は社会モデル（Oliver，1983，1990，1996）・人権モデル（Degener，2014）の障害

観をもつ必要があること。 
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第五項 先行研究から得られた課題と本研究の目的 

先行研究から以下の 5 点に課題が整理された。 

（1）2007 年度の「特別支援教育」のスタートから 10 年余の間に，障害をもつ児童生徒

を受け入れるための法的整備や体制整備は格段に進展したが，インクルーシブ教育の進展

は法的整備や体制整備の充実だけでなく児童の心理社会的実態からも把握する必要がある。

しかし，これまでの研究は調査時における児童の実態を明らかにするものであり，児童生

徒の心理社会的実態の調査研究は，それぞれの研究者の研究フレームの中で，独自に設定

された基準と指標を用いて実施されたものであるため，これによってインクルーシブ教育

の進展に言及することはできない。 

したがって，インクルーシブ教育の進展を検討するには，ある程度の時間が経過した

のち，同じ条件で調査した結果の比較が必要である。 

（2）通常学級のインクルーシブ教育を研究するにあたり，まず，インクルーシブ教育が

成功している学級（以降，インクルーシブな学級）とは，どのような学級であるかという

状態像の基準を示す必要がある。インクルーシブな学級の状態像や教師の指導行動が，一

般化され，明らかにされれば，日本の学級制度にマッチしたインクルーシブ教育を進展さ

せる重要なヒントを得ることができる。 

したがって，成功事例を対象とした仮説生成のための質的な研究により，インクルー

シブな学級の状態像を明らかにした上で，それをさらに量的な研究により実証的に確認す

る研究が求められる。 

（3）通常学級の担任教師は，全体対応と個別対応をどのように統合していくのかという

点において，迷いや混乱が生じているという実態が認められた。迷いや混乱の解決には教

師が自らの指導行動を振り返る過程が重要であるが，通常学級の担任教師が全体対応と個

別対応の統合という視点から，自分の指導行動を自己点検できる指標は見当たらなかった。 

したがって，周囲児，特別支援対象児ともに学級適応感の高い学級の担任教師を対象

とした質的研究によりインクルーシブ教育に必要な指導行動がどのようなものであるかを

明らかにし，指導行動を教師の認知から捉えた尺度の開発を行った上で，教師の指導行動

と児童の学級適応感との関連を検討する必要がある。 

（4）インクルーシブ教育の主たる実践の場である通常学級の担任教師の指導意識には，

大きく「管理・統制的」側面と「受容・共感的」側面があると考えられた。「管理・統制

的」指導意識は，周囲児と比べて特別支援対象児の学級適応感にネガティブに作用する可
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能性が指摘されていた。また，「受容・共感的」指導意識は，個への柔軟な対応を必要と

するインクルーシブ教育においては特に重要であることが示されていた。 

したがって，「管理・統制的」指導意識と「受容・共感的」指導意識は，ともに，特別

支援対象児への影響が大きいと推測されるため，特別支援対象児と周囲児の比較による検

討が必要である。 

（5）「管理・統制的」指導意識は，先行研究においてイラショナル・ビリーフの中の管

理意識として研究され，また，「受容・共感的」指導意識は，先行研究において，認知的

共感性として研究されていた。管理意識，認知的共感性について単独に扱う研究は存在し

たが，複数の指導意識を同時に扱った研究や，インクルーシブ教育の展開を想定した指導

意識の研究は，これまでの研究に見当たらなかった。 

したがって，インクルーシブ教育の展開を想定した学級経営における，担任教師の 2 つ

の指導意識（管理意識と認知的共感性）と，指導行動や児童の学級適応感との関連を検討

する必要がある。 

上記の課題を踏まえて，本研究の目的を次のように設定する。本研究の主な目的は，

通常学級において，特別支援対象児と周囲児の両児童の学級適応感に影響を与える学級経

営のあり方とそれを具現化する担任教師の指導行動や背景にある指導意識を明らかにする

ことである。この目的の達成により，通常学級のインクルーシブ教育推進において混乱や

迷いが生じている教師に，インクルーシブ教育の展開を前提とした学級経営のあり方に関

する知見を提供することができると考えられ，その意義は大きいと思われる。 

本研究の目的を達成するために，次のように研究を展開する。 

①まず，通常学級の児童の心理社会的実態について，インクルーシブ教育への移行期で

あった 2005 年と，法的・体制的条件が整備された 2017 年を比較して，課題を具体的に

把握する。【研究 1】 

②教室観察を行い，インクルーシブな学級の状態像と基準を明らかにする。【研究 2】 

③インクルーシブな学級と，インクルーシブではない学級の違いを検証する。【研究 3】 

④インクルーシブな学級の担任教師からの聞き取りを行い，どのような指導行動を行っ

ているのかを帰納的な手法により抽出する。【研究 4-1】 

⑤インクルーシブ教育にマッチした教師の意図的な指導行動を同定し，信頼性，妥当性

の高いインクルーシブな学級経営に関する指導行動を測定する尺度を作成する。【研究

4-2】 
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⑥作成した尺度を用いて，インクルーシブな学級の担任教師とインクルーシブではない

学級の担任教師の指導行動を比較検討する。【研究 5】 

⑦教師の指導行動に影響を与えていると考えられる指導意識の中から管理意識と認知的共

感性の 2 つを取り上げ，インクルーシブな学級の担任教師とインクルーシブではない学

級の担任教師の指導意識を比較検討する。【研究 6】 

⑧さらに，指導行動に影響を与える指導意識について，インクルーシブな学級の担任教師

とインクルーシブではない学級の担任教師を比較し，インクルーシブ教育を推進する

ための学級経営のあり方について検討を進めるものとする。【研究 7】 

 

第三節 基本概念の定義 

第一項「インクルーシブ教育」の定義 

「インクルーシブ教育」とは，「通常学級においてあらゆる児童生徒が共に学び，すべ

ての児童生徒の健全な成長に必要な環境や教育が用意される中で，多様な在り方を相互に

認め合える全員参加型の集団形成をめざす教育」である。 

第二項「特別支援対象児」の定義 

本研究における「特別支援対象児」（以降，対象児と表記）とは，障害の有無に依らず，

「通常学級に在籍する発達障害の傾向を示すすべての児童」と定義する。なお，文部科学

省（2017）が校内委員会等により判断された児童生徒が通常学級における特別支援の対象

であるとしていることを踏まえ，操作定義として，「学校現場で共通見解をもって発達障

害の傾向による特別な教育的ニーズがあると判断され，校内支援委員会で特別な支援の必

要な児童としてリストアップされている通常学級に在籍する児童」を指すことにする。 

第三項「教師の指導意識」の定義 

本研究では，Ellis（1957）のビリーフ（belief）の定義にしたがい，指導意識を「教師

が感情を持ったり行動を起したりするときに持つ思考」と定義する。 

なお，本研究では，指導意識のうち「管理・統制的」側面を「管理意識」として，IBT-

T 教師の管理意識尺度（河村，1998）を用いて測定する。また，「受容・共感的」側面を

「認知的共感性」として，児童理解尺度（深沢，2018）を用いて測定する。 

第四項「教師の指導行動」の定義 

本研究では，「教師の指導意識によって表出する児童生徒に対する意図的ないし無意図



 

13 

 

的な行動や態度」と定義する。 

第五項「学級適応感」の定義 

本研究における学級適応感を「学級の雰囲気や担任教師の指導行動とのマッチングが

よく，学校生活に楽しみや，満足感，意欲を持っているという認知」と定義する。また，

学級適応感を測定する指標として，児童の学校生活における満足感を測定する「学級満足

度尺度」（河村，1998）および学校生活に対する意欲を測定する「学校生活意欲（スクー

ル・モラール）尺度」（河村，1998）を用いる。なお，スクール・モラールという語を使

用するときは，「学校生活意欲（スクール・モラール）尺度」の下位因子から，学級内の

友達との関係の認知，学習意欲，学級の雰囲気の認知，の 3 領域で測定される学級生活に

おける意欲を指す。 

第六項「学級集団の状態（学級状態）」の定義 

河村（2000）によれば，メンバー間に教育的な作用が成立している「教育力のある学

級集団」には，①学級内のルール，②学級内のリレーション（互いに構えのない，ふれあ

いのある本音の感情交流）という 2 つの要素が確立していることが必要条件であり，学級

状態とは「学級内のルールとリレーションの確立状況」と同義である。本研究では，学級

適応感の指標として学級満足度尺度を用いるだけでなく，学級満足度尺度の 2 因子得点の

学級ごとの分布図から，学級状態を把握するための指標として用いる。よって，河村と同

様に，学級状態を「学級内のルールとリレーションの確立状況」と定義する。 
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第四節 本研究の構成 

本研究は，次の章構成で展開される（Figure 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 1 本研究の構成 

  

第一章 問題の所在と本研究の目的 

第一節 問題の所在 

第二節 先行研究 

第三節 基本概念の定義   

第四節 本研究の構成 

 

第二章 小学校通常学級におけるインクルーシブな学級の状態像の検討 

【研究 1】インクルーシブ教育への移行期と整備完了期における児童の学級適応感の比較 

【研究 2】教室観察と学級満足度の結果によるインクルーシブな学級の状態像の検討 

【研究 3】インクルーシブ型学級とアイランド型学級の差異の比較検討 

 

第三章 小学校通常学級におけるインクルーシブな学級経営に必要な指導行動の検討 

【研究 4-1】教師からの聞き取りによるインクルーシブ指導行動の抽出 

【研究 4-2】「インクルーシブ指導行動自己評定尺度」の作成 

 

第四章 インクルーシブ型学級とアイランド型学級の担任教師の指導行動・指導意識の検討 

【研究 5】指導行動の差異の検討 

【研究 6】指導意識の差異の検討 

【研究 7】指導意識が指導行動に与える影響の検討 

 

第五章 総括的考察および今後の課題 

第一節 本研究のまとめ 

第二節 総合考察 

第三節 討論 

第四節 今後の課題 
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第二章 小学校通常学級におけるインクルーシブな学級の状態像の

検討 

 

第一節 インクルーシブ教育への移行期と整備完了期における児童の学級適応 

感の比較【研究 1】 

【目的】 

児童の学級適応感について，インクルーシブ教育への移行期であった 2005 年のデータ

と整備が完了したとされる 2017 年のデータを比較検討し，インクルーシブ教育の成否を

検証する材料の一つとして提供すること，さらに，検証の結果から課題を抽出し，以降の

研究の方向性を明確にすることが【研究 1】の目的である。 

また，最近，支援の対象を発達障害の診断がある児童等に限定せず，校内委員会等に

より｢障害による困難がある｣と判断された児童等に拡大することが明記された（文部科学

省，2017）。そこで，2005年との比較の後，2017年調査においては対象を校内支援リスト

に記載された発達障害傾向のある児童に拡大して検討し，これまで正式には支援対象とさ

れてなかった児童の学級適応感の実態を明らかにすることも目的に加える。 

 

【方法】 

1 調査時期 

2005 年調査は，2005 年 10 月下旬～11 月中旬に実施。2017 年調査は，2017 年 10 月下旬

～11 月中旬に実施。 

2 調査対象 

A 県 B 市の公立小学校 4～6 年生児童と担任教師。 

3 調査手続き 

（1）2005年調査 

A 県 B 市教育委員会および各校の校長から調査協力の承諾を得た公立小学校 4～6 年生

児童 2,049 人が本調査に協力した。ただし，欠損値のあった 32 人分は分析から除外，分

析対象は 2,017 人（4 年生 694 人，5 年生 737 人，6 年生 586 人）であった。 

（2）2017年調査 

2005 年調査と同一校の 4～6 年生児童 1,936 人が本調査に協力した。ただし，欠損値の

あった 24 人分は分析から除外し，分析対象は 1,912 人（4 年生 691 人，5 年生 701 人，6
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年生 520 人）であった。なお，2005 年調査，2017 年調査ともに，6 年生児童が他学年と比

較して少ないのは，学校行事等の関係で調査の協力が得られなかった学校があったことに

よるものである。また，2005 年調査，2017 年調査ともに，通常学級に在籍する児童のみ

とし，特別支援学級に在籍する児童については，対象に含めていない。 

4 質問紙構成 

（1）児童用質問紙 

①学級満足度尺度（いごこちのよいクラスにするためのアンケート）（河村・田上，

1997b） 

この尺度は児童生徒の学校生活における満足感や充実感を測定するもので，自分の存

在や行動をクラスメートや教師から承認されているか否かに関連している「承認感」（承

認得点）と，不適応感やいじめ・冷やかしの被害の有無と関連している「被侵害・不適応

感」（被侵害得点）の2つの下位尺度から構成されている。小学生用は1～3年生用と4～6

年生用があり，ともに4件法である。この尺度は，承認得点を縦軸，被侵害得点を横軸と

して，それぞれの全国平均値を交点とした座標により，4つのカテゴリー（以降，「学級

満足度4群」と記す）に児童を分類することができる。学級満足度4群は，承認得点が高く

被侵害得点が低い「満足群」，承認得点が低く被侵害得点も低い「非承認群」，承認得点

が高く被侵害得点も高い「侵害行為認知群」，承認得点が低く被侵害得点が高い「不満足

群」である。さらに，この尺度は，学級に所属する全児童生徒の尺度得点の分布状態から

学級集団の状態をタイプ分けすることもできる。河村（1998）による学級集団の状態は，

学級集団を学級内のルールの確立度とリレーションの確立度の2つの視点で捉えるもので

あり，学級内の全児童生徒の被侵害得点の分布が学級内のルールの確立度と対応し，全児

童生徒の承認得点の分布が学級内のリレーションの確立度と対応させて考えるもので，そ

のバランスで，ルールとリレーションの両方確立している「親和的でまとまりのある学級

集団（親和型）」，リレーションの確立が弱い「かたさのある学級集団（かたさ型）」，

ルールの確立が弱い「ゆるみのみられる学級集団（ゆるみ型）」，ルールとリレーション

の両方の確立度が弱い「荒れのみられる学級集団（不安定型）」，ルールとリレーション

の両方が全く確立していない「崩壊した学級集団（崩壊型）」，ルールとリレーションの

確立に方向性がない「拡散した学級集団（拡散型）」の6つに分類して捉えるものである。 

②学校生活意欲尺度（やる気のある学級をつくるためのアンケート）（河村，1998） 

本尺度は児童の学校生活（学級生活）における意欲や充実感（スクール・モラール）
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を測定するものである。測定する領域は，「友達関係」「学習意欲」「学級の雰囲気」の三

つの領域で，それぞれの下位尺度は 3 項目からなり，4 件法である。各領域の児童の得点

から，児童個々の学校生活意欲の高さと，領域による偏りを理解できる。 

（2）教師用質問紙 

①スクリーニング質問紙（文部科学省，2002，2012b）と特別支援対象となる児童に関す

る質問紙 

担任教師には，学級内で発達障害の可能性がある児童に対し，文部科学省の調査で使

用したスクリーニング質問紙への回答を求めた。また，特別支援対象となる児童に関する

質問紙として，スクリーニング質問紙によって特別支援対象になった児童に対する主な支

援理由の回答を求めた。なお，回答に際しては，児童氏名ではなく出席番号で記入するよ

う求め，その場でそれぞれを別封筒に厳封してもらった。各校の代表者が回収し，本研究

者の第一筆者に直接手渡す方法をとり，情報の漏洩に厳格な配慮をした。 

②校内支援リスト 

2017 年調査では，学校長の許可を得て，学年・学級・出席番号と主な支援理由のみが

記載された校内支援リストの提供を得ている。なお，校内支援リストへの記載は，医師の

診断，スクリーニング基準によるものではなく，各校の校内委員会による「発達障害の傾

向による困難がある」との判断によってなされている。 

5 対象児の範囲 

 2005年調査と 2017年調査の比較（【結果】1，2）では，両調査の対象を統制するため，

スクリーニング質問紙（文部科学省，2002，2012b）によって，スクリーニングの基準に

達した児童を基準到達対象児として分析を行った。 

2017 年調査では，児童の出席番号と主な支援理由のみを記載した各校の校内支援リス

トの提出を得ている。校内支援リストには，基準到達対象児以外の児童で，校内委員会で

支援が必要だとされた児童も記載され，支援の必要な理由には，読むことの困難，書くこ

との困難，不注意・多動・衝動性，こだわり，コミュニケーションがとりにくい，などの

発達障害の傾向が記載されている。【結果 3】では，校内支援リストに記載された発達障

害傾向のある児童（ちなみに校内支援リストに記載された発達障害傾向のある児童につい

ては全員のスクリーニング質問紙の回答を得ている）のうち，スクリーニング基準に満た

ない児童をグレーゾーンの対象児（以降，グレーゾーン児と表記）とし，それ以外の児童

は周囲児に含めて扱うこととした（Figure 1）。本研究においては，文部科学省（2002，
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2012b）のスクリーニング基準に達しないが発達障害の傾向により支援を必要としている

児童をグレーゾーン児とし，グレーゾーン児を含めて分析の対象とした（以降，2017 年

調査対象児拡大分析と表記）。 

6 倫理的配慮 

倫理的配慮として，各校の校長には文書と口頭で，保護者には文書で研究の説明を行

い，調査実施の了承を得た。研究の説明においては，調査から得られた情報は統計的に処

理するため学校名や個人が特定される心配はないこと，研究以外の目的で使用されること

はないこと，アンケート用紙はデータ入力後すぐに適正に処分されること，回答しない自

由があること，成績や評価等には一切関係しないことを伝えた。 

 

 

 

【結果】 

1 調査対象の学年別人数と基準到達対象児童数の出現率 

基準到達対象児は，医師の診断ではないもののスクリーニングテストの基準に到達し

た発達障害の可能性のある児童である。分析対象人数，基準到達対象児数とその出現率等

は，Table 1 に示す。カイ 2 乗検定により，2005 年調査と 2017 年調査を比較して，調査時

期による調査人数の偏りや基準到達対象児の出現率の偏りがないことが明らかになった。 
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Table 1 調査実施時期×学年の分析対象人数クロス表 
  学  年  

  4 年 5 年 6 年 合 計 

2005 年
調査 

分析対象数 694 (26) 737 (27) 586 (21) 2017 (74) 

基準到達対象児 

出現率％ 
3.75 3.67 3.58 3.67 

学年比% 34.41 (35.14) 36.54 (36.49) 29.05 (28.38) 100 (100) 

2017 年
調査 

分析対象数 691(28) 701(29) 520(24) 1912(81) 

基準到達対象児 

出現率％ 
4.05 4.14 4.62 4.24 

学年比％ 35.86 (28.40) 36.54 (32.10) 27.60 (39.51) 100 (100) 

（  ）内は，基準到達対象児の人数とその学年比 

 

2 児童の学級適応感における 2005年調査と 2017年調査の比較 

2005 年調査と 2017 年調査における児童の学級適応感を比較検討するために，学級適応

感（学級満足度およびスクール・モラール）について，調査時期（2）×特別支援対象の

有無（2）の 2 要因の分散分析を行った（Table 2）。学級の雰囲気得点については，交互作

用が有意であったため，単純主効果の検定を行った（Table 3）。 

 

Table 2  調査時期 2 群と特別支援対象の有無 2 群の学級適応感得点の比較（2 要因分散分析）  

2005 年調査  2017 年調査  F 値  

周囲児群 基準到達

対象児群 

 周囲児群 基準到達

対象児群 

 
調査 

時期 

対象

有無 

交互 

作用 
 n＝1943 n＝74  n＝1831 n＝81  

承 認 18.49 15.93  20.31 18.74  62.82 49.96 2.88 

 (3.60) (4.55)  (3.45) (4.08)  *** *** † 

被侵害 11.35 14.04  8.70 10.17  105.04 42.84 3.67 

(4.21) (4.48)  (3.45) (4.16)  *** *** † 

友達関係 10.11 8.97  10.76 9.91  38.46 59.69 1.28 

(1.61) (1.92)  (1.48) (2.07)  *** *** n.s. 

学習意欲 9.56 8.72  10.08 9.54  24.67 25.60 1.19 

(1.65) (1.98)  (1.65) (1.90)  *** *** n.s. 

学級の 

雰囲気 

9.91 8.84  10.73 10.54  82.19 20.29 9.98 

(1.75) (2.31)  (1.62) (1.58)  *** *** ** 

（  ）内は標準偏差，***p＜.001，**p＜.01，†p＜.10 
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Table 3 調査時期 2 群と特別支援対象の有無 2 群の交互作用による学級の雰囲気の比較  

周囲児群 基準到達対象児群 F 値 単純主効果 

2005 年調査 
9.91 

(1.75) 

8.84 

(2.31) 
25.82*** 周囲児＞基準到達対象児 

2017 年調査 
10.73 

(1.62) 

10.54 

(1.58) 
1.05 n.s. 

（  ）内は標準偏差，***p＜.001 

 

以上から，学級満足度の承認得点およびスクール・モラールのすべての得点（友達関

係・学習意欲・学級の雰囲気）において，2017 年調査の方が 2005 年調査と比較して有意

に得点が高いことが，また，基準到達対象児は周囲児と比較して有意に得点が低いことが

明らかになった。学級満足度の被侵害得点においては，2017 年調査の方が 2005 年調査と

比較して有意に得点が低いことが，また，基準到達対象児は周囲児と比較して有意に得点

が高いことが明らかになった。学級の雰囲気得点においては，2005 年調査では，基準到

達対象児は周囲児に比べて低く，基準到達対象児と周囲児に差が認められたが，2017 年

調査では両者に差はみとめられないことが明らかになった。さらに，2005 年調査と 2017

年調査の学級満足度 4 群の出現率を比較するため，調査時期（2）×学級満足度 4 群（4）

のクロス表を作成し，カイ 2 乗検定を行った（Table 4，Table 5）。 

 

Table 4 全児童の調査時期別の学級満足度 4 群の出現度数クロス表（カイ 2 乗検定） 
 

満足群 非承認群 侵害行為認知群 不満足群 

2005 年調査 750(37.2) 370(18.3) 361(17.9) 536(26.6) 

-18.11▼ 2.85△ 11.48△ 10.63△ 

2017 年調査 1266(66.2) 283(14.8) 113(5.9) 250(13.1) 

18.11△ -2.85▼ -11.48▼ -10.63▼ 

（    ）内は，行ごとの比率%，下段は調整された残差，△：有意に多い，▼：有意に少ない 

 

Table 5 基準到達対象児の調査時期別の学級満足度 4 群の出現度数クロス表（カイ 2 乗検定）  

満足群 非承認群 侵害行為認知群 不満足群 

2005 年調査 8(10.8) 12(16.2) 15(20.3) 39(52.7) 

-4.50▼ -1.13 2.62△ 3.25△ 

2017 年調査 35(43.2) 19(23.4) 5(6.2) 22(27.2) 

4.50△ 1.13 -2.62▼ -3.25▼ 

（   ）内は，行ごとの比率%，下段は調整された残差，△：有意に多い，▼：有意に少ない 

 

以上から，児童全体においても，基準到達対象児においても，満足群が増加し，不満 
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足群が減少しており，児童の学級適応感は高くなっていることが明らかになった。 

3 2017年調査における周囲児と基準到達対象児，グレーゾーン児の学級適応感の比較 

2017 年調査において校内支援リストに掲載された 225 人の対象児のうち，基準到達対

象児は 81 人，グレーゾーン児は 144 人であった。周囲児と基準到達対象児にグレーゾー

ン児を加えた 3 群間に学級適応感の差異が見られるかどうかを検討するため，支援対象 3

群を独立変数に，学級適応感の指標である承認，被侵害，友達関係，学習意欲，学級の雰

囲気の各得点を従属変数にした一要因分散分析を行った（Table 6）。 

 

 

以上から，承認得点と学習意欲得点については，グレーゾーン児は基準到達対象児よ

りも低いことが明らかになった。 

さらに，基準到達対象児とグレーゾーン児を合わせて対象児とし，周囲児と対象児の

学級満足度 4 群の出現率を比較するため，支援対象の有無（2）×学級満足度 4 群（4）の

クロス表を作成し，カイ 2 乗検定を行った（Table 7）。 

 

 

 

 

 

 

Table 6 周囲児，基準到達対象児，グレーゾーン児の学級適応感得点の比較  

周囲児群 
基準到達

対象児群 

グレーゾー

ン児群 F 値 多重比較（5%) 

 n＝1687 n＝81 n＝144 

承 認 20.53 18.74 17.69 53.05 
周囲児＞基準到達対象児＞グレーゾーン児 

(3.30) (4.08) (4.12) *** 

被侵害 8.52 10.17 10.82 35.76 
周囲児＜基準到達対象児・グレーゾーン児 

(3.30) (4.16) (4.45) *** 

友達関係 10.84 9.91 9.78 43.69 
周囲児＞基準到達対象児・グレーゾーン児 

(1.41) (2.07) (1.96) *** 

学習意欲 10.17 9.54 9.09 32.52 
周囲児＞基準到達対象児＞グレーゾーン児 

(1.58) (1.90) (2.09) *** 

学級の 

雰囲気 

10.78 10.54 10.11 11.93 
周囲児＞グレーゾーン児 

(1.56) (1.58) (2.07) *** 

（  ）内は標準偏差，***p＜.001 
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Table 7 2017年調査対象児拡大分析の周囲児と対象児（基準到達対象児+グレーゾーン児)

の学級満足度 4 群の出現度数クロス表（カイ 2乗検定）  

満足群 非承認群 侵害行為認知群 不満足群 

周囲児 1180 (69.9) 226 (13.4) 97 (5.8) 184 (10.9) 

 9.45△ -4.74▼ -0.81 -7.70▼ 

対象児 86 (38.2) 57 (25.3) 16 (7.1) 66 (29.4) 

 -9.45▼ 4.74△ 0.81 7.70△ 

（   ）内は，行ごとの比率%，下段は調整された残差，△：有意に多い，▼：有意に少ない 

 

以上から，グレーゾーン児を含めた対象児，すなわち校内の特別支援対象児リストに

記載されている児童は，周囲児と比較して，学級不適応感をもつ不満足群と認められてい

ないと感じている非承認群の児童が多く，学級適応感が高い満足群の児童が少ないことが

明らかになった。 

 

【考察】 

1 調査対象人数の学年別人数と基準到達対象児数の出現率 

2005 年調査と，2017 年調査を比較すると，人数や割合の数値は増加していたが，両調

査間での基準到達対象児の出現率に有意差は認められなかった。これは，文部科学省の

2002 年調査（6.3％）と 2012 年調査（6.5％）の数値に大きな変化がなかったという結果

と同様であると考えられる。さらに，学年ごとの出現率にも有意差は認められず，どの学

年にも同じぐらいの割合で発達障害の可能性のある児童が在籍していると考えられる。 

2 児童の学級適応感における 2005年調査と 2017年調査の比較 

児童の学級適応感は移行期と比較して高くなっており，そこからインクルーシブ教育

の進展も考えられたが，同時に課題も見出された。2017 年調査では，学級の雰囲気得点

においては周囲児と基準到達対象児の間に差が認められなかったものの，それ以外の指標

では，両者の間に有意な差が確認されている。つまり，周囲児と基準到達対象児の間の差

に注目したとき，周囲児と基準到達対象児の学級適応感には依然として差があると考えら

れる。 

文部科学省（2012a）は，インクルーシブ教育構築のための最も本質的な視点として

「障害のある子どもも障害のない子どもも，それぞれの子どもが活動に参加している実

感・達成感を持ちながら，充実した時間を過ごしつつ，生きる力を身に付けていけるかど

うか」という点を挙げている。この点が，児童の学級への満足感，学校生活への意欲・充
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実感を指標とした学級適応感の測定によって検証された。すなわち，インクルーシブ教育

の最も本質的な視点である児童の学級への満足感，学校生活への意欲・充実感において，

学級の雰囲気の認知以外はすべて，周囲児に比べて基準到達対象児が低いという結果は，

インクルーシブ教育の進展に関して未だ課題があることを示唆したものと考えられる。 

3 2017年調査における周囲児，基準到達対象児，グレーゾーン児の学級適応感の比較 

グレーゾーン児の満足度や意欲が低いという結果から，グレーゾーン児は，正しく理

解されにくく，適切な対応がなされていない可能性が考えられた。 

こうしたグレーゾーン児の扱いに関して，発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に

対する教育支援体制整備ガイドライン（文部科学省，2017）には，特別支援の対象は，診

断を必要とせず，家庭状況も含めた教育的ニーズを踏まえ，各校の校内委員会等により判

断された児童とする旨が示され，正式に支援対象とすることが示された。しかし，本研究

の 2017 年調査対象児拡大分析では，対象児のうち 60％強が良好に適応している状態（満

足群）に属しておらず，さらにその半分の 30％は，不適応に至る可能性の高い状態（不

満足群）であった。つまり，対象範囲を拡大させた検討によると，インクルーシブ教育の

導入から 12 年以上が経過した現在でも，対象児の学級適応感については，インクルーシ

ブ教育の理念と乖離する状況があることが明らかとなった。 

 

第二節 教室観察と学級満足度の結果によるインクルーシブな学級の状態像の

検討【研究 2】 

【目的】 

【研究 1】では，児童の学級適応感は，移行期と比べ，全体として高くなっているもの

の，グレーゾーン児を含めた対象児の学級への満足度や学校生活に対する意欲・充実感に

ついては，12 年後の調査においても，インクルーシブ教育の理念と乖離する状況がある

と考えられた。 

そこで，【研究 2】では，インクルーシブ教育が成功しているとされる学級の教室観察

と学級満足度の結果から，インクルーシブな学級の状態像として，学級の様子，対象児と

周囲児の関係，教師の指導行動に注目して検討する。小学校通常学級において，インクル

ーシブな学級の状態像を，教室観察と満足度尺度によって明らかにすることが目的である。 
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【方法】 

1 調査時期 

調査は，2016 年 6 月上旬～2017 年 12 月中旬に実施された。 

2 調査対象 

A 県 B 市内の公立小学校 5 校の特別支援教育コーディネーター5 人で合議し，3 人以上

が「インクルーシブ教育が成功している学級」として合意した 7 学級を観察対象とした。 

3 調査手続 

（1）教室観察 

特別支援教育コーディネーターの合議により選定した 7 学級を観察対象とした。合議に

おいては，①Q-U（河村，1998）による学級状態の判定が「親和的でまとまりのある学級

集団」であること，②対象児に関するトラブルの発生や対象児の欠席等の不適応状態が見

られないこと，③１学級の児童数が 20 人以上であり，各校の校内支援委員会で，発達障

害傾向があるとして校内支援リストに記載された児童が 2 人以上在籍していること，の 3

つの観点から検討した。 

選定された 7 学級を対象に，学校長と学級担任の同意を得た上で，学級経営に関する研

究会の現職教員メンバー12 人（研究会は，学級経営に関する研究会で毎月 1 回の開催，

メンバーには，本研究の筆者と学級経営に関して講師経験のある教師 2 人，及び教育学修

士の学位をもつ教師 2 人を含む）の教師で観察し，その後，観察した学級の学級満足度尺

度の結果を詳細に検討した。教室観察は，毎月一回の学級経営研究会が開催される日に，

昼休み（15～25 分），清掃時間（15 分），授業準備（5 分），5 時間目の授業（45 分），帰り

の会（10～15 分）に実施した。なお，操作や統制を行わず，その場で自然に生じる行動

や事象を観察する自然観察法を採用し，教室観察の観点は，①学級の様子，②対象児と周

囲児との関係，③教師の指導行動の 3 つに設定し，記述するように求めた。観察記録の際

には，3 色の付箋紙にそれぞれ 3 つの観点とその他に分けて記入すること，付箋紙 1 枚に

1 事象として簡潔に記述することを求めた。 

（2）観察記録の整理 

観察者が個々に記入した付箋紙は，教室観察後の研究会において KJ 法（川喜田，1986）

を用いて整理した。観察の 3 つの観点を上位カテゴリーとして，12 人のメンバーの合意

を図りながら，類似する内容をまとめ，短文で表記した。 
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（3）学級集団の状態の客観的把握 

楽しい学校生活を送るためのアンケート Q-U（河村，1998）の中の学級満足度尺度（河

村・田上，1997b）の調査による分布図と観察記録を照らし合わせた。【研究 1】と同様で

ある。 

4 対象児の範囲 

各校の校内支援委員会で，発達障害傾向があるとして校内支援リストに記載された児

童を対象児とした。 

5 倫理的配慮 

倫理的配慮として，対象となる学級の担任教師及び校長には文書と口頭で，保護者に

は文書で研究の説明を行い，調査実施の了承を得た。研究の説明においては，学校名や教

師や児童個人が特定されることはないこと，研究以外の目的で使用されることはないこと

を伝えた。 

 

【結果】 

1 観察対象学級の概要と学級ごとの観察記録 

観察した 7 学級はいずれも「親和的でまとまりのある学級集団」（以降，親和型学級と

表記）と判定され，児童同士のトラブルや人間関係の軋轢が観察されない，相対的に学級

集団の状態が良好とされる学級であった。以下，学級ごとの概要と観察記録をまとめたも

のを示す。  
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（1）C学級について 

第 4 学年（児童数 27 人：男子 11

人・女子 16 人，担任 30 代女性，

対象児 2 人），各学年 2 学級の中規

模校で前年度からのクラス替えは

なく，4 年進級時に担任だけが変

わった。対象児は 2人在籍し，1人

は ADHD の診断を受けている男

児，もう 1 人は ASD 傾向のある女

児であった。Q-U（10 月実施）で

は，親和型学級と判定されている

（Figure 2）。 

 

Figure2 C 学級 10 月学級満足度分布図 

 

（2）D学級について 

第 6 学年（児童数 34 人：男子 18

人・女子 16 人，担任 40 代女性，

対象児 3 人），各学年 3 学級の中規

模校，前年度からのクラス替えは

なく担任は持ち上がりである。対

象児は 3 人在籍し，2 人は ADHD

の診断を受けている男児，もう 1

人は，LD 傾向のある女児であっ

た。Q-U（10 月実施）では，親和

型学級と判定されている（Figure 

3）。 

 

 

Figure 3 D 学級 10 月学級満足度分布図 
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（3）E学級について 

第 5 学年（児童数 27 人：男子

13 人・女子 14 人，担任 30 代女

性，対象児 2人），各学年 2学級の

中規模校，クラス替えがあった 5

年生，担任は前年度 6 年生を受け

もっていた。対象児は 2 人在籍

し，1 人は ADHD の診断を受けて

いる男児，もう 1 人は，ADHD 傾

向のある男児であった。Q-U（11

月実施）では，親和型学級と判定

されている（Figure 4）。 

 

                                        Figure 4 E 学級 11 月学級満足度分布図 

 

（4）F学級について 

第 4学年（児童数 26人：男子 13

人・女子 13 人，担任 40 代男性，

対象児 3 人），各学年 2 学級の中規

模校，担任は他市から赴任し当該

校勤務 1 年目，児童らはクラス替

えがなく持ち上がりで担任だけが

変わった。対象児は 3 人在籍し，

1 人は ADHD の診断を受けている

男児，1 人は ADHD 傾向のある女

児，1 人は ASD 傾向のある男児で

あった。Q-U（10 月実施）では，

親和型学級と判定されている

（Figure 5）。               Figure 5 F 学級 10 月学級満足度分布図 
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（5）G学級について 

第 5学年（児童数 31人：男子 13

人・女子 18 人，担任 50 代男性，

対象児 3 人），各学年 1 学級の小規

模校，担任は前年度 3 年生を担

任，クラス替え後の 5 年生を受け

もつ。対象児は 3 人在籍し，１人

は ADHD の診断を受けている女

児，1 人は ADHD 傾向のある男

児，もう 1 人は LD 傾向のある男

児であった。Q-U（11 月実施）で

は，親和型学級と判定されている

（Figure 6）。 

                            Figure 6 G 学級 11 月学級満足度分布図 

 

（6）H 学級について 

第 4 学年（児童数 33 人：男子 17

人・女子 16 人，担任 50 代女性，

対象児 3 人），各学年 2 学級の中規

模校，担任は前年度 2 学年を担

任，クラス替え後の 4 年生を受け

もつ。対象児は 3人在籍し，ADHD

の傾向のある男児 2 人，女児 1 人

であった。Q-U（11 月実施）で

は，親和型学級と判定されている

（Figure 7）。 

 

 

                          Figure 7 H 学級 11 月学級満足度分布図 
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（7）Ｉ学級について 

第 4 学年（児童数 27 人：男子 16

人・女子 11 人，担任 40 代女性，対

象児 3 人），各学年 3 学級の中規模

校，前年度からのクラス替えはな

く担任は持ち上がりである。対象

児は 3 人在籍し，1 人は ASD の診

断を受けている男児，1 人はADHD

傾向の男児，もう 1 人は LD 傾向の

女児であった。Q-U（10 月実施）

では，親和型学級と判定されてい

る（Figure 8）。 

 

                        Figure 8 I 学級 10 月学級満足度分布図 

 

2 抽出された情報による学級タイプの分類 

研究会のメンバー（9～12 人）で教室観察し，それぞれが付箋紙に書いた記述をメンバ

ーの合意のもとに整理していく過程で，「親和的でまとまりのある学級集団」と同じよう

に判定されていても，対象児と周囲児の関係の違いから 2 つのタイプに分かれるのではな

いかという意見が 8 人のメンバーから共通して出され，その意見はメンバー全員で合意さ

れた。観察者が気づいた対象児と周囲児の関係の違いというのは，対象児と周囲児が対等

の関係で関わり合っている学級と対象児と周囲児に何らかの力関係がある学級であった。

その後，2 タイプの分類を全員で確認した。親和型 A タイプが C，D，E，F の 4 学級，親

和型 B タイプが G，H，I の 3 学級であった。以下，2 タイプの学級の特徴について，同一

タイプの学級で重複する内容は一つにまとめ，整理した。 

また，それぞれのタイプで Q-U プロット図に共通点が見出された。親和型 A タイプの

C，D，E，F の 4 学級は，学級内の児童全員が満足群のエリア付近に位置しており，親和

型 B タイプの G，H，I の 3 学級は，対象児を含む数人が離れた位置にプロットされるタ

イプであった。さらに，詳細に調べてみると，親和型 A タイプの C，D，E，F の 4 学級

は，学級内の児童全員が「承認得点の全国平均値－１標準偏差」より上，かつ「被侵害得
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点の全国平均値＋１標準偏差」より下の範囲（以降，インクルーシブエリアと称する）に

属していた（Figure 9）。また，親和型 B タイプの G，H，I の 3 学級は，1～3 人の児童が

インクルーシブエリアから外れていた。 

 

 

Figure 9 インクルーシブエリアの定義 

 

3 親和型 A学級と親和型 B学級の状態像の整理 

教室観察と学級満足度分布図から，良好な学級状態と判断される「親和型学級」に，2

タイプの学級状態があると考えられた。それぞれの学級の特徴を，（1）学級の様子，（2）

対象児と周囲児の関係，（3）教師の指導行動，（4）学級満足度分布図に分けて整理し，項

目ごとに親和型 A 学級と親和型 B 学級の状態の比較を行った。 

（1）学級の様子 

①【学級の雰囲気】 

親和型 A 学級，親和型 B 学級ともに良好な学級の雰囲気であるが，親和型 A 学級では

児童の自己開示と相互理解が進んだ温和な雰囲気であった。一方，親和型B学級では学級

全体に高い斉一性があった。 

②【学級のルール】 

親和型 A 学級，親和型 B 学級ともに学級内にルールが確立しているが，親和型 A 学級

では児童にルールが内在化し，内発的にルールに沿った行動をとっていた。一方，親和型
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B 学級では，児童が共通の行動様式を身に付け，決まった型に沿って適切な行動をとって

いた。 

③【友達関係】 

親和型 A 学級は誰に対しても分け隔てなく関わり合う開かれた友達関係が築かれてい

るため対象児と周囲児の区別がつきにくくなっていた。一方，親和型B学級では友達関係

に階層差があり対象児と周囲児の分離が見られる。 

④【児童の役割意識・自律意識】 

親和型 A 学級は様々な児童の自発的な活動が展開されていた。一方，親和型 B 学級で

は特定のリーダーグループが教師の代理として主導する活動が展開されている。 

⑤【児童間の相互作用】 

親和型 A 学級，親和型 B 学級ともに肯定的な相互作用が認められるが，親和型 A 学級

は日常的な活動の中で相互作用が生起していた。一方，親和型B学級では教師主導の決め

られた枠組みの中での相互作用が中心となっていた。 

⑥【教師－児童間の相互作用】 

親和型 A 学級，親和型 B 学級ともに良好な関係性が認められるが，親和型 A 学級は教

師と児童個々に感情交流があった。一方，親和型B学級では教師役割を通した関わりにと

どまり，教師と児童の間の心理的距離に違いがあった。 

（2）対象児と周囲児の関係 

①【周囲児からの関わり】 

親和型 A 学級では児童同士で受容と承認の関わりがあった。一方，親和型 B 学級では

対象児に対する関わりの希薄さが見られ，対象児の問題行動への指摘が関わりの主たる要

素であった。 

②【対象児と周囲児の関係性】 

親和型 A 学級では対象児と周囲児は対等な関係が構築されていた。一方，親和型 B 学

級では対象児の孤立や対象児と周囲児の対等ではない関係が生起していた。 

③【問題への対処】 

親和型 A 学級では児童によって仲裁や調停が行われトラブルを解決していた。一方，

親和型 B 学級では対象児とのトラブルを回避しようとする行動が見られた。 

（3）教師の指導行動 

①【ルールに対する指導行動】 
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親和型 A 学級では教師が児童を承認する行動により間接的に価値観を示し，模範とな

る行動のモデリングを促す，あるいはルールの意味・意義を考えさせるという形でルール

の確立を図っていた。一方，親和型B学級では児童を承認する行動がルールの確立に利用

されておらず，教師の明示的な態度によって価値観を示し，同調圧力によって逸脱行動を

抑制するという形でルールの確立を図っていた。 

②【対象児に対する指導行動】 

親和型 A 学級ではルールの内在化や対象児への注目と承認による予防的対応が中心で

あった。一方，親和型B学級では対象児への関わりが少なく，対象児への個別の説諭によ

る対症的対応が中心であった。 

③【対象児と周囲児をつなぐ指導行動】 

親和型 A 学級では対象児の思いを代弁することにより対象児と周囲児の相互理解を促

す対応をとっていた。一方，親和型B学級では周囲児への依頼や感謝により，結果的に周

囲児と対象児の階層化を助長していた。 

（4）学級満足度分布図 

①【分布の様相】 

親和型A学級では周囲児と対象児の学級適応感に大きな差がない学級であった。一方，

親和型 B 学級では周囲児と対象児の学級適応感に差がある学級であった。 

 

【考察】 

親和型といわれる学級においても，親和型 A 学級と親和型 B 学級の２つのタイプがあ

り，学級の様子，周囲児と対象児の関係，教師の指導行動，学級満足度分布図において違

いがあることが示された。以下に，学級の様子，対象児と周囲児の関係，教師の指導行動，

学級満足度分布図，の 4 側面から親和型 A 学級と親和型 B 学級の状態像の違いを考察す

る。 

1 学級の様子の違い 

親和型 A 学級では，学級内に他者と良好な関係を築くための対人スキルを中心とした

ルールが内在化しており，加えて教師との感情交流がベースとなって，児童の自己開示と

相互理解が促され，児童同士の肯定的な相互作用が活性化していると考えられた。その中

で，誰に対しても分け隔てなく関わり合う普遍化信頼（Uslaner，2002）が築かれ，対象
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児の存在が目立たなくなっている状態である。このような状態が温和な学級の雰囲気をつ

くり，児童の自発的な活動意欲を生み出していると考えられた。 

一方，親和型B学級では，学級内に全体の活動を整然と速やかに行うためのルールが定

着しており，ほとんどの児童がそれに従って行動できるため，学級全体の活動も短時間で

そろっている。学級は，斉一性が高い状態である。また，枠組みの中での相互作用や教師

役割を通した児童との関わりにより，学級全体のリレーションは形として維持されている

ものの，特定の対象に対する信頼である特定化信頼（Uslaner，2002）の段階であり，普

遍化信頼には至っていないと考えられた。 

両学級ともに，良好な学級状態にあるといえるが，学級内のルール確立の程度，リレ

ーション確立の程度には差があり，親和型 A 学級は，親和型 B 学級よりルールは内在化

しており，リレーションは開かれた状態であると考えられた。 

2 対象児と周囲児の関係の違い 

親和型 A 学級では，対象児に対して，周囲児は受容的に関わり，対象児の行動を承認

しているが，これは対象児に対して特別に行われる対応ではなく，対象児，周囲児の区別

のない対等な関係性の中で，児童同士で受容と承認の相互作用が行われていると考えられ

た。また，トラブルがあったときには，個々の言い分を聞き，教師に頼らない児童による

解決が日常化していると考えられた。 

一方，親和型B学級では，周囲児と対象児との個々の関係において，差別的な態度や行

動は全く認められないものの，心理的距離があり，遠慮がちに関わる，特別扱いする，等

の関係性がみられた。 

両学級は，相互作用の内容と頻度，対等な関係性の有無において，明らかな違いがあ

り，親和型 A 学級は，親和型 B 学級よりインクルーシブ教育の理念に沿う状態にあると

考えられた。 

3 教師の指導行動の違い 

親和型 A 学級では，学級全体に対する教師の対応は，児童個々の様子を観察して承認

する対応を基本としながら，それを学級全体に紹介することで，間接的に価値観を伝え，

児童に目指す姿を提示しモデリングを促していること，また，ルールの背景にある意味や

理由を伝える対応により，ルールの内在化を図っていることが考えられた。教師の対象児

への対応は，対象児への予防的対応が中心であり，トラブルが発生していない状態で，対
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象児の存在に注目し，その都度，承認していること，また，対象児の気持ちを代弁して周

囲児に伝えることにより，対象児と周囲児の関係をつなぐ対応をしていると考えられた。 

一方，親和型B学級では，学級全体に対する対応は，物事に対する教師の明示的な態度

によって価値観を示し，児童に目指す姿を提示している。学級全体がまとまり，同じ行動

をとることが教師にとって大きな価値を占めていると考えられ，逸脱行動に対して同調圧

力を利用して，それを抑制しようとしていると考えられた。また，対象児への関わりを周

囲児に依頼したり，関わりに感謝したりする対応により，結果的に周囲児と対象児の階層

化を助長していると考えられた。担任教師の対象児への対応は，問題となる事象が生起し

ていなければ教師からのアプローチは少なく，対象児に向き合って個別に説諭する対症的

対応が中心であると考えられた。また，加配スタッフに対象児への対応を全面的に任せて

いる様子も観察された。 

両学級の教師の指導行動は，学級全体に対する対応の仕方，対象児への対応の仕方に

違いがあり，指導行動の違いが学級の様子，対象児と周囲児の関係に影響を与えていると

考えられた。 

4 学級満足度分布図の違い 

親和型 A 学級の学級満足度分布図は，インクルーシブエリアに学級の全児童が入るこ

とが確認された。親和型 A 学級は，周囲児と対象児の学級適応感に大きな差がない学級

であると考えられる。 

一方，親和型B学級の学級満足度分布図は，インクルーシブエリアに学級のほとんどの

児童が入るものの，対象児を含む一部の児童がそこから外れていることが確認された。親

和型 B 学級は，周囲児と対象児の学級適応感に差がある学級であると考えられる。 

両学級は，ともに「親和型学級」と判定されているが，学級満足度分布図上の対象児

の位置において違いがあると考えられた。本研究においては，親和型 A 学級を周囲児と

対象児の学級適応感に大きな差がない学級であると判断し，「インクルーシブ型親和学級」

と称することにする。また，親和型B学級を周囲児と対象児の学級適応感に差がある学級

であると判断し，凝集する周囲児の集団から離れて，対象児があたかも離島のように位置

する学級満足度分布図に見られる特徴から「アイランド型親和学級」と称することとする。 

1，2，3，4 により，親和型学級の中に，インクルーシブ教育が成功しているとは言え

ない学級の状態像としてアイランド型親和学級が存在するのではないかという仮説が生成

された。ただし，両学級の違いは，対象児と周囲児の関係性に注目した行動観察の結果と
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標準化された心理テスト（学級生活満足度尺度）の結果を複数の観察者で検討することに

よって見出されたものであり，特別支援コーディネーターが，アイランド型親和学級を含

めて「インクルーシブ教育が成功している学級」と判断したように，一般的な観察では気

付きにくいのではないかと考えられる。インクルーシブ型もアイランド型もともに親和型

学級であり，親和型以外のゆるみ型，かたさ型，不安定型等の学級類型よりもルールやリ

レーションの確立度は高く，児童の活動に対する意欲も高まっている学級状態である（河

村，1998）。このような比較的良好な学級状態にあって，学級内に目立つトラブルや軋轢

などが確認されず，児童からの訴えも特にない状況においては，教師が気付かない，ある

いは，教師が問題視しないということは十分に考えられる。つまり，行動観察と標準化さ

れた心理テストを併用した仔細な検討によって対象児の内面の把握や対象児と周囲児の関

係性の把握がなされたことにより，これまでインクルーシブ型親和学級と同様に親和型学

級と見做され，明確に弁別されてこなかった学級状態，すなわちアイランド型親和学級が

存在するのではないかという仮説が生成された。 

 

第三節 インクルーシブ型学級とアイランド型学級の差異の比較検討【研究 3】 

【目的】 

【研究 2】では，教室観察と Q-U データによって整理された学級の特徴から，親和型学

級に 2 つのタイプがあることが推測され，「親和型学級には，インクルーシブ教育が良好

に展開されているインクルーシブ型親和学級と，周囲児の適応感の高さに比して対象児の

適応感が低いアイランド型親和学級があるのではないか」という仮説が生成された。 

【研究 3】では，上記の仮説を検証するために，インクルーシブ型親和学級とアイラン

ド型親和学級の 2 タイプの学級の違いを量的な分析によって検討する。まず，両学級にお

ける児童の学級適応感を比較する指標としてスクール・モラールを設定し，学校生活に対

する意欲や充実感の違いを検証する。続いて，両学級における学級の質を比較する指標と

して教師同一視，学級受容性，学級内教育的相互作用を設定し，多様性を包摂する環境の

違いを検証する。つまり，児童の学級適応感と環境としての学級の質を比較して，両学級

の違いを実証的に明らかにすることが目的である。 

 

【方法】 

1 調査時期 
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調査は，2018 年 2 月に実施された。 

2 調査対象 

関東圏 A 県，B 県の公立小学校 35 校，教諭 111 人（4 年担任 38 人；5 年担任 41 人；6

年担任 32 人）と，学級に所属する児童 2,567 人が本調査に協力した。ただし，欠損値の

あった 44 人分は分析から除外したため，分析対象は 2,523 人（4 年 904 人；5 年 897 人；

6 年 722 人）であった（Table 8）。 

 

Table 8 各学年の分析対象児童数および担任教師数と学級数 

  4 年生 5 年生 6 年生 合計 

児童性別 男子 458 (66) 447 (68) 381 (76) 1286 (210) 

女子 446 (22) 450 (25) 341 (16) 1237 (63) 

合計  904 (88) 897 (93) 722 (92) 2523 (273) 

教師性別 男性 18 20 20 58 

 女性 20 21 12 53 

学級数  38 41 32 111 

（  ）内は，支援対象児数 

 

3 調査手続き 

 各学校長に調査依頼をし，調査協力の得られた 35 校 127 学級に調査を実施した。依頼

後一か月以内の実施を期限として回収した。実施にあたっては，本研究者が調査用紙を協

力校に持参し，担任教師に対して実施上の留意点等の説明を行った。質問紙調査の実施の

際には，調査がテストではないこと，学校の成績とは関係がないこと，個人の調査結果の

秘密が守られること，調査結果を研究目的以外で公表しないこと，が表紙に明記されてい

る注意事項を読み上げてもらい，すべての質問項目への回答をもって同意取得とみなすと

説明するよう依頼した。さらに，担任教師には実施手順・注意事項の記載されたシートの

通り実施することを依頼し，児童生徒の回答用紙は渡した封筒に入れ，その場で密封して

もらった。また，教師用調査への回答についても同様に，児童のいないところで回答し，

回答後は渡した封筒に入れ，その場で密封してもらった。回答後は，12 校 44 学級分は郵

送で回収し，それ以外はすべて調査協力校に出向き直接回収した。 

4 質問紙構成 

（1）教師用質問紙 

①学級に所属する対象児に関する質問 
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特別支援対象児を特定するために，校内支援リストに記載された対象児の出席番号と

イニシャルおよび困難の概要について回答するよう求めた。 

（2）児童用質問紙の構成 

①学級満足度尺度（「いごこちのよいクラスにするためのアンケート」）（河村・田上，

1997b） 

尺度の説明は【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

②学校生活意欲尺度（「やる気のある学級をつくるためのアンケート」）（河村，1998） 

尺度の説明は【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

③学級異質拒否傾向尺度（深沢，2019） 

学級の受容性を測定する尺度として，学級異質拒否傾向尺度（深沢，2019）のほかに

は見当たらず，内容を吟味した結果，学級の受容性を測定する尺度としてふさわしいと判

断した。1 因子 4 項目の尺度で，4 件法により実施する。学級異質拒否傾向尺度は，小学

校通常学級内の異質拒否傾向を測定するための尺度であるが，本研究では，学級異質性拒

否傾向が低いことを，対象児に対する学級の受容性が高いと捉えることにする。 

④学級内教育的相互作用測定尺度（短縮版） 

 学級集団の状態が児童に与える教育的作用を測定するために，学級内教育的相互作用測

定尺度（短縮版）を用いた。これは，河村・武蔵（2012）の学級内教育的相互作用測定尺

度（小学生版）から因子負荷量の上位 3 項目を採用したもので，他尺度との兼ね合いから

回答項目数の増加を抑えるため，短縮版を用いた。7 因子各 3 項目ずつの 21 項目の尺度

で，4 件法により実施する。ただし，各因子の内部相関が高い尺度であるため，因子ごと

の分析は行わず，各尺度の総得点をもって学級内教育的相互作用１因子として扱うことに

する。 

⑤担任教師に対する同一視尺度（河村・武蔵，2012） 

河村・武蔵（2012）が作成した学級集団同一視測定尺度は，「友人に対する同一視」

「教師に対する同一視」「クラスに対する同一視」の 3 下位因子 15 項目から構成されてい

る。教師の指導行動が与える影響について検討しようとする本研究においては，3 つの同

一視の中から，担任教師に対する同一視（5 項目）を取り上げた。河村・武蔵（2012）と

同様に 4 件法により実施する。 
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5 対象児の範囲 

教師に対して学級に所属する対象児に関する質問の記入を依頼した。校内支援リスト

に記載された対象児の出席番号とイニシャルおよび困難の概要について回答するよう求め

た。困難の概要の記述から，発達障害傾向のある児童を対象児とした。すなわち，【研究

1】で示した基準到達対象児とグレーゾーン児の両方を合わせて対象児としている。 

6 倫理的配慮 

【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

7 統計解析 

【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

 

【結果】 

1 インクルーシブ型親和学級の出現率について 

【研究 3】では，インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級を比較検討するた

め，本研究者を含む大学院博士課程で心理学を専攻する現職教員 3 人により学級を選定し

た。選定の基準は，①親和学級であること，②親和学級の学級成員の人数が 20 人に満た

ない少人数の学級及び学級に対象児が在籍しない学級は除外すること，③インクルーシブ

エリアに学級の児童全員が位置しているか否か，の 3 点である。 

その結果，分析対象学級として，インクルーシブ型親和学級 14 学級とアイランド型親

和学級 22 学級が該当し（Table 9），分析対象児童数を，Table 10 に示した。 

 

Table 9 分析対象とした学級類型および学級数 

 親和型 かたさ 

型 

ゆるみ 

型 

不安定 

型 

計 

インクルーシブ型 アイランド型 

調査学級 30 

(27.0%) 

24 

(21.6%) 

24 

(21.6%) 

13 

(11.7%) 

20 

(18.0%) 

111 

(100%) 

少人数学級を除外した

学級数 

19 

(20.0%） 

22 

(23.2%) 

23 

(24.2%) 

13 

(13.7%) 

18 

(18.9%) 

95 

(100%) 

対象児がいない学級を

除外した学級数 

15 

(17.6%) 

23 

(27.1%) 

22 

(25.9%) 

10 

(11.8%) 

15 

(17.6%) 

85 

(100%) 

少人数・在籍無学級を

除外した学級数 

14 

(16.9%) 

22 

(26.5%) 

22 

(26.5%) 

10 

(12.0%) 

15 

(18.1%) 

83 

(100%) 

端数処理により，割合の合計が 100%にならない場合もある 
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Table 10 各学年の分析対象児童数および学級数 

 インクルーシブ型親和学級 アイランド型親和学級 

4 年 3 学級 (男 38，女 28，計 66) 4 学級 (男 55，女 55，計 110) 

5 年 7 学級 (男 99，女 79，計 178) 7 学級 (男 88，女 82，計 170) 

6 年 4 学級 (男 53，女 56，計 109) 11 学級 (男 148，女 141，計 289) 

合計 14 学級 (男 190，女 163，計 353) 22 学級 (男 291，女 278，計 569) 

 

2 スクール・モラールの差異の検討 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級のスクール・モラールの差異を検

討するために，2つの学級類型を独立変数とし，学校生活意欲尺度の3つの下位尺度得点

を従属変数とした独立サンプルのt検定を行った（Table 11）。 

 

Table 11 インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級のスクール・モラール 

平均値のt検定結果 

下段（   ）内は標準偏差，***p＜.001 

 インクルーシブ型 

(n＝353) 

アイランド型 

(n＝569) 
df t 値 効果量 d 

友達関係 11.31 

(0.86) 

10.97 

(1.37) 919.73 4.56*** .28 (小) 

学習意欲 10.70 

(1.17) 

10.08 

(1.59) 
893.99 6.75*** .43 (小) 

学級の雰囲気 11.54 

(0.82) 

10.96 

(1.40) 
917.23 8.03*** .48 (小) 

 

次に，学級類型別に，周囲児と対象児の差について t 検定を行った。インクルーシブ型

親和学級では，友達関係モラールと学級雰囲気モラールで等分散が仮定されたが，学習意

欲モラールでは等分散が過程されなかった。アイランド型親和学級では，等分散が仮定さ

れなかった。等分散が仮定されない場合は，Welch の t 検定を行った（Table 12～14）。 

 

Table 12 周囲児と対象児の友達関係モラール平均値の t 検定結果 

n：周囲児数，対象児数 周囲児 対象児 df t 値 効果量 d 

インクルーシブ型 

n＝321，n＝32 

11.36 10.81 
351 3.45*** .64 (中) 

(0.83) (0.99) 

アイランド型 

n＝507，n＝62 

11.11 9.87 
65.12 4.32*** .94 (大) 

(1.15) (2.21) 

下段（  ）内は標準偏差，***p＜.001 
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Table 13 周囲児と対象児の学習意欲モラール平均値の t 検定結果 

n：周囲児数，対象児数 周囲児 対象児 df t 値 効果量 d 

インクルーシブ型 

n＝321，n＝32 

10.75 10.15 
33.64 1.96† .52(中) 

(1.09) (1.69) 

アイランド型 

n＝507，n＝62 

10.19 9.23 
68.72 3.52*** .62(中) 

(1.49) (2.09) 

下段（  ）内は標準偏差，***p＜.001，†p＜.1 

 

 

Table 14 周囲児と対象児の学級雰囲気モラール平均値の t 検定結果 

n：周囲児数，対象児数 周囲児 対象児 df t 値 効果量 d 

インクルーシブ型 

n＝321，n＝32 

11.55 11.50 
351 0.32n.s. .06 (無) 

(0.83) (0.72) 

アイランド型 

n＝507，n＝62 

11.05 10.24 
68.81 3.35** .58 (中) 

(1.31) (1.84) 

下段（  ）内は標準偏差，**p＜.01 

 

以上から，インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級において，児童のスクー

ル・モラール得点を比較したところ，すべての下位尺度得点（友達関係，学習意欲，学級

の雰囲気）で，インクルーシブ型親和学級の方が高いことが明らかになった。また，得点

の分散は，アイランド型親和学級の方が大きいことが明らかになった。さらに，インクル

ーシブ型親和学級では，友達関係得点で周囲児と対象児の間に有意な差が認められ，学習

意欲得点，学級雰囲気得点では，周囲児と対象児の間に有意な差は認められないことが示

された。アイランド型親和学級では，すべてのスクール・モラール得点（友達関係得点，

学習意欲得点，学級雰囲気得点）において，周囲児と対象児の間に有意な差が認められた。 

3 担任教師に対する同一視の差異の検討 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師に対する同一視の差異を

検討するために，2 つの学級類型を独立変数に，担任教師に対する同一視得点を従属変数

とした独立サンプルの t 検定を行った（Table 15）。 
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Table 15 インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師に対する同一視 

平均値のt検定結果 

下段（  ）内は標準偏差，***p＜.001 

 インクルーシブ型 

(n＝353） 

アイランド型 

(n＝569） 
df t 値 効果量 d 

担任教師に対す

る同一視 

17.36 

(2.78) 

16.00 

(3.03) 920 6.83*** .46 (小) 

 

次に，学級類型別に，周囲児と対象児の差について t 検定を行い，対象の有無による効

果量を算出した。なお，アイランド型親和学級では，等分散が仮定されなかったため，

Welch の t 検定を行った（Table 16） 

 

Table 16 周囲児と対象児の担任教師に対する同一視平均値の t 検定結果 

n：周囲児数，対象児数 周囲児 対象児 df t 値 効果量 d 

インクルーシブ型 

n＝321，n＝32 

17.39 17.06 
351 0.63n.s. .12 (無) 

(2.73) (3.25) 

アイランド型 

n＝507，n＝62 

16.15 14.76 
71.88 3.01** .46 (小) 

(2.94) (3.50) 

下段（  ）内は標準偏差，**p＜.01 

 

以上から，インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級において，児童の担任教

師に対する同一視得点を比較したところ，インクルーシブ型親和学級の方が高いことが明

らかになった。また，得点の分散は，アイランド型親和学級の方が大きい傾向があること

が示された。さらに，インクルーシブ型親和学級では，周囲児と対象児の間に有意な差は

認められなかったが，アイランド型親和学級では，周囲児と対象児の間に有意な差が認め

られた。 

4 学級受容性の差異の検討 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級受容性の差異を検討するた

めに，2つの学級類型を独立変数に，学級異質拒否傾向得点を従属変数とした独立サンプ

ルのt検定を行った（Table 17）。  
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Table 17  インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級異質拒否傾向平均値 

のt検定結果 

下段（   ）内は標準偏差，***p＜.001 

 インクルーシブ型 

(n＝353） 

アイランド型 

(n＝569） 
df t 値 効果量 d 

学級異質 

拒否傾向 

5.70 

(2.49) 

6.32 

(3.03) 850.29 3.39*** .22 (小) 

 

次に，学級類型別に，周囲児と対象児の差について t 検定を行い，対象の有無による効

果量を算出した。なお，インクルーシブ型親和学級，アイランド型親和学級ともに，等分

散が仮定されなかったため，Welch の t 検定を行った（Table 18）。 

 

Table 18 周囲児と対象児の学級異質拒否傾向平均値の t 検定結果 

n：周囲児数，対象児数 周囲児 対象児 df t 値 効果量 d 

インクルーシブ型 

n＝321，n＝32 

5.65 6.22 
34.69 0.99n.s. .23 (小) 

(2.41) (3.16) 

アイランド型 

n＝507，n＝62 

6.09 8.21 
69.73 4.28*** .72 (中) 

(2.84) (3.77) 

下段（  ）内は標準偏差，***p＜.001 

 

以上から，インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級において，学級異質傾向

得点を比較したところ，インクルーシブ型親和学級の方が低いことが明らかになった。ま

た，得点の分散は，アイランド型親和学級の方が大きいことが明らかになった。さらに，

インクルーシブ型親和学級では，周囲児と対象児の間に有意な差は認められなかったが，

アイランド型親和学級では，周囲児と対象児の間に有意な差が認められた。 

5 インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級内教育的相互作用の差異の

検討 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級内教育的相互作用の差異を検

討するために，2 つの学級類型を独立変数に，学級内教育的相互作用得点を従属変数とし

た独立サンプルの t 検定を行った（Table 19）。 
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Table 19 インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級内教育的相互作用 

平均値の t 検定結果 

下段（    ）内は標準偏差，***p＜.001 

 

 

インクルーシブ型 

(n＝353） 

アイランド型 

(n＝569） 
df t 値 効果量 d 

学級内教育的

相互作用 

77.07 

(6.10) 

73.35 

(9.51) 919.04 9.18*** .56 (中) 

 

次に，学級類型別に，周囲児と対象児の差について t 検定を行い，対象の有無による効

果量を算出した。なお，インクルーシブ型親和学級，アイランド型親和学級ともに，等分

散が仮定されなかったため，Welch の t 検定を行った（Table 20）。 

 

Table 20 周囲児と対象児の学級内教育的相互作用平均値の t検定結果 

n：周囲児数，対象児数 周囲児 対象児 df t 値 効果量 d 

インクルーシブ型 

n＝321，n＝32 

78.27 76.06 
35.21 1.65n.s. .36 (小) 

(5.94) (7.30) 

アイランド型 

n＝507，n＝62 

74.27 65.81 
67.76 5.03*** .92 (大) 

(8.58) (12.90) 

下段（  ）内は標準偏差，***p＜.001 

 

以上から，インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級において，教育的相互作

用得点を比較したところ，インクルーシブ型親和学級の方が高いことが明らかになった。

また，得点の分散は，アイランド型親和学級の方が大きいことが明らかになった。さらに，

インクルーシブ型親和学級では，周囲児と対象児の間に有意な差は認められなかったが，

アイランド型親和学級では，周囲児と対象児の間に有意な差が認められた。 

 

【考察】 

1 児童のスクール・モラールの差異について 

インクルーシブ型親和学級の方が，アイランド型親和学級に比べ，良好な学級状態にあ

り，同じ親和型学級に分類される両学級であるが，アイランド型親和学級では，学校生活

における意欲が高い児童と低い児童が存在していると考えられた。これは【研究 2】の教

室観察で得られた臨床像を実証的に裏付けるものであった。 
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2 担任教師に対する同一視の差異の検討 

アイランド型親和学級に比べて，インクルーシブ型親和学級の児童の担任教師への同

一視が高いことから，児童と担任教師との間に信頼関係が築かれていることが推測され，

教師の行動や考え方を自分の中に取り入れ，意欲的，自発的に行動していると考えられた。

また，アイランド型親和学級では，教師を同一視する児童と同一視しない児童が存在して

いると考えられた。これは，【研究 2】の教室観察で得られた臨床像を実証的に裏付ける

ものであった。 

3 学級受容性の差異の検討 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級受容性には，統計的に有意な

差異が認められ，インクルーシブ型親和学級の方が，学級受容性が高かった。また，イン

クルーシブ型親和学級よりもアイランド型親和学級の方が得点の分散が大きく，周囲児と

対象児の差も大きいことが明らかとなった。これは，【研究 2】の教室観察で得られた臨

床像を実証的に裏付けるものであった。 

インクルーシブ型親和学級では，アイランド型親和学級に比べ，異質な児童を拒否す

る傾向が明らかに低く，多様性を受容する学級の雰囲気をもっていると考えられ，対象児

の適応感が高まる環境であると考えられる。さらに，インクルーシブ型親和学級の周囲児

は，共生社会の形成者としての資質能力の一つである「多様性を受容する」という資質能

力が育成されていると考えられる。また，アイランド型親和学級においては，異質な存在

を受容する児童と受容しにくくなっている児童が存在していると考えられた。 

4 学級内教育的相互作用の差異の検討 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の学級内教育的相互作用には，明ら

かな差異が認められ，インクルーシブ型親和学級はアイランド型親和学級に比べ，学級内

教育的相互作用が高かった。また，インクルーシブ型親和学級よりもアイランド型親和学

級の方が得点の分散が大きく，周囲児と対象児の差も大きいことが明らかとなった。これ

は，【研究 2】の教室観察で得られた臨床像を実証的に裏付けるものであった。 

学級集団内の教育的相互作用が高いとされる親和学級の中でも，インクルーシブ型親

和学級は，アイランド型親和学級に比べ，一人ひとりが集団に対して開かれており，メン

バー間の相互作用が活性化している状態にあると考えられた。また，アイランド型親和学

級では児童の相互作用の認知に差があることが示唆され，対象児は，児童間の相互作用に

加わっていない可能性が考えられた。 
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第三章 小学校通常学級におけるインクルーシブな学級経営に必要

な指導行動の検討 

 

第一節 教師からの聞き取りによるインクルーシブ指導行動の抽出【研究 4-1】 

【目的】 

【研究 3】で明らかにされたインクルーシブ型親和学級の担任教師への継続的な聞き取

り調査により，経験と勘，あるいは本人は特別なことをしているつもりはなく，自然に普

段行っている無意図的なものも含めて指導行動を抽出し，整理する。小学校通常学級にお

いて，インクルーシブな学級経営に必要な教師の指導行動を明らかにすることが【研究 4-

1】の目的である。 

 

【方法】 

1 質問紙調査時期 

聞き取り調査は 2017 年 4 月上旬～2018 年 3 月中旬に実施した。 

2 調査対象 

A 県 B 市の公立小学校教諭 3 人（男性 1 人，女性 2 人）が本調査に協力した。 

（J 教諭）小学校 4 年担任 42 歳男性 中学校教員歴 2 年，小学校教員歴 19 年（1 学年 1

回，2 学年 1 回，3 学年 3 回，4 学年 4 回，5 学年 4 回，6 学年 6 回），取得免許（小学校・

中学校社会・高等学校社会）。 

（K 教諭）小学校 2 年担任 38 歳女性 小学校教員歴 12 年（1 学年 2 回，2 学年 3 回，3

学年１回，4 学年 2 回，5 学年 2 回，6 学年 2 回），取得免許（小学校・中学校国語・高等

学校国語）。 

（L 教諭）小学校 5 年担任 46 歳女性 一般企業に就職 12 年間勤務の後，高等学校カウ

ンセラー経験 1 年，その後小学校教員歴 11 年（1 学年 3 回，2 学年 2 回，3 学年 1 回，4

学年なし，5 学年 2 回，6 学年 2 回，特別支援学級 1 年），取得免許（小学校・特別支援学

校）。 

3 調査手続 

【研究 2】【研究 3】と同様に，１学級の児童数が 20 人以上であり，各校の校内支援委

員会で特別な支援が必要であるとリストアップされた発達障害傾向がある児童が 2 人以上

在籍している 3 学級を対象とした。 
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インクルーシブな学級経営に必要な指導行動を抽出するために，直近 2 年間の第 2 回目

実施（実施時期 10 月・11 月）の学級満足度尺度のプロット図で，すべての学級児童がイ

ンクルーシブエリアに属していた上記の学級担任３人から，本研究者が年間 1 人 12 回の

聞き取り調査を行った。聞き取り調査は，1 ヶ月に 1 回の頻度で行い，1 回の聞き取り調

査は約 15 分間であった。多面的なデータを収集して仮説を生成することを目的としたた

め非構造化面接とし，自由回答する開かれた質問の形式をとった。面接は，まず「学級の

子どもたちの様子を教えてください。」と 1 週間の出来事を想起してもらい，その都度，

「そのとき先生はどうされたのですか。」という質問を投げかけていく展開で進行した。

語られた内容はボイスレコーダーで収集され，それを再生しながら，できるだけ忠実に記

述（繰り返し表現や文末表現および接続詞のみ変更して記述）した。さらに，記述内容か

ら，教師の指導行動にあたるものを箇条書きでカードに記述した。それを教員養成系大学

の大学院博士課程で心理学を専攻する現職教員の大学院生 3 人が KJ 法を用いて整理した。 

4 対象児の範囲 

各校の校内支援委員会で発達障害傾向があるとして校内支援リストに記載された児童。 

5 倫理的配慮 

倫理的配慮として，対象である教師及び所属校の校長には文書と口頭で研究の説明を

行い，調査実施の了承を得た。研究の説明においては，学校名や教師や児童個人が特定さ

れることはないこと，研究以外の目的で使用されることはないことを伝えた。 

 

【結果】 

抽出した 138 項目の教師の指導行動についてカードを整理し，内容を表す短いフレーズ

で小カテゴリー名を記した。なお，指導行動が複数の意味をもつため，一つの名前に絞り

切れない場合には，小カテゴリー名を併記し，先に記した方を主要とし，後に記した方を

副次的とした。小カテゴリー名の併記されたカードは，先に記した主要なカテゴリー名に

よって分類した。KJ 法を用い，3 人の合意をもって段階的に分類した後，中カテゴリー，

大カテゴリーに分類した（Table 1）。 
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Table 1 インクルーシブ指導行動の 5 つの機能 

機   能(大) 下位カテゴリー(中) 内   容 

アセスメント機能 情報取得 観察・面接・調査による情報取得 

分析・計画 情報を分析しての計画・対応の方針 

メ イ ン テ ナ ン ス

［M］機能 

受容・吸収 傾聴と受容，怒りや不満の吸収 

関係促進 教師と児童生徒，児童生徒同士のリレーシ

ョン形成 

パ フ ォ ー マ ン ス

［P］機能 

ルール確立 学級ルール，対人関係のマナーの形成 

配慮・調整 ルールに沿った行動がとれるような仕組み

作り 

アドボカシー機能 理解促進 対象児と周囲児との間の相互理解の促進 

代弁通訳 対象児と周囲児との間の意思疎通を図る 

リクエスト機能 援助要請 担任教師がもとめる援助 

システム変更 支援体制変更の要求 

 

以上により，インクルーシブ指導行動は，「アセスメント機能」，「メインテナンス機

能」，「パフォーマンス機能」，「アドボカシー機能」，「リクエスト機能」の 5 つの機能カテ

ゴリーに分類することができた。さらに，「アセスメント機能」は「情報取得」と「分

析・計画」に，「メインテナンス機能」は「受容・吸収」と「関係促進」に，「パフォーマ

ンス機能」は「ルール確立」と「配慮・調整」に，「アドボカシー機能」は「理解促進」

と「代弁通訳」に，「リクエスト機能」は「援助要請」と「システム変更」に，それぞれ

の機能に 2 つずつの下位カテゴリーを含む構造として整理された。 

 

【考察】 

 インクルーシブ指導行動の各機能には，集団に向けた指導行動と個に向けた指導行動

があり，さらに集団と個の両方に向けた教師の意識に基づく指導行動があると考えられた。

また，インクルーシブ指導行動における特徴的な機能として，アドボカシー機能があった。

アドボカシー機能は，「苦手なことやうまく言えない気持ちなど，対象児のつらさが周囲

にわかるように伝えている」などのように，対象児と周囲児の間の相互理解の促進を図る

ことや，言葉にならない思いや誤解を生みやすい言動を代弁したり通訳したりすることに

よって意思疎通を図る機能である。このような，教師が行うアドボカシーの背景には，す

べての児童の権利擁護の意識と，多様性を尊重していく共生社会の形成の意識があると考

えられた。 
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第二節 「インクルーシブ指導行動自己評定尺度」の作成【研究 4-2】 

【目的】 

【研究 4-1】では，インクルーシブ指導行動の存在を明らかにした。 

しかし，整理したとはいっても内容は網羅的に示されており，これらを学級経営に活

用していくには，不便さが否めない。インクルーシブ指導行動の中でも，重要な指導行動

はなにかを吟味し，精選していく必要がある。重要な指導行動が明らかにされれば，教師

自身が自分の学級経営を振り返って自己点検でき，現場実践における有効な手立てになる

と思われる。すなわち，課題は，インクルーシブ指導行動の中でも，重要な指導行動はど

のようなものであるかを選定し，実践に役立つものとして提示することである。 

この課題を受けて，【研究 4-2】では，【研究 4-1】で抽出した項目から仮尺度を作成し，

それを基に教師の自己評定による「インクルーシブ指導行動自己評定尺度」を作成するこ

とを目的とする。 

 

【方法】 

1 予備調査 

【研究 4-1】において，インクルーシブな学級を構築している学級担任 3 人から，聞き

取り調査を行い，138 項目のインクルーシブ指導行動に整理された。この 138 項目を 1 次

原尺度とした。1 次原尺度を，2017 年 7 月～8 月にかけて A 県及び B 県の公立小学校教諭

149 人（男性 46 人，女性 103 人）に実施した。なお，回答は「必ずそうしている（4 点）」，

「できるだけそうしている（3 点）」，「気がついた時にはそうしている（2 点）」，「余裕が

あればそうしたいと思っている（1 点）」の 4 件法によって調査し，分析を行った。まず

は，1 次原尺度 138 項目に対して項目分析を行い，天井効果（項目の平均値＋1SD が 4 以

上）や床効果（項目の平均値－1SD が 1 以下）が認められた 39 項目は除外した。残りの

99 項目について探索的因子分析（最尤法・プロマックス回転）を実施した。項目の選定

に際して，因子負荷量が.40 未満の項目，複数の因子に.40 以上の因子負荷量がある項目を

除外し，21 項目のインクルーシブ指導行動自己評定 2 次原尺度を作成した（Table 2）。 
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Table 2 インクルーシブ指導行動自己評定 2 次原尺度の項目（21 項目） 

項         目 

9．学級の子どもたちに，自分の考えをはっきり話すように指導する 

14．アンケート調査の結果から，子どもたちの内面を知る 

18．子どもがいろいろな人と関われるようにグループの編成を工夫し，メンバー同士が

仲良くなれるような活動も設定する 

24．学級全体で「よいところさがし」などの認め合い活動を行う 

12．どの子どもにも勉強のやり方がよくわかるように，授業の前には教材研究をする 

21．活動の前には，学級全体に，目標やめあてを決めさせて，確認する 

15．学級の子どもたちに必要な力や育てたい力を考えて，活動を仕組む 

59．対象児の不可解な行動の背景にある思いを周囲が納得できるように説明する 

54．対象児が，苦手の克服に向けて努力している最中であることを学級全体に伝える 

51．対象児用の特別ルールには，周囲の児童が「ずるい」と思わないように，特別な支

援を必要とする理由や必要性について納得できる説明をする 

56．「最初に比べたらずいぶんよくなったよね」と，対象児のよき変容や成長を学級全

体で分かち合う 

68．対象児に対して肯定的な関わりをしている子どもを取り上げてみんなの前でほめる 

55．「だれがやってもダメなことはダメだ」と，周囲の子どもたちが見ていることを意

識しながら対象児を叱る 

63．対象児とのトラブルが起きた時には，周囲の子どもたちに「そういう時は，こうす

るといいよ」と，問題を解決するための方法を教える 

126．対象児が活躍できる場面や苦手な場面を把握する 

133．課題の量や内容，方法，環境などを調整して，対象児がうまくできるような工夫を

する 

115．「問題はあるけれど，いいところもあるなあ」と，対象児のよさを認める 

118．対象児が興味をもっていることが何かを知っていて，相手が乗ってくる話題で会話 

をする 

96．トラブル時には対象児に「どうすればよかったかな？次に同じようなことがあった

らどうする？」と聞き，望ましい行動について考えさせる 

123．困った時には，校長や他の教師に相談し，援助を求める 

121．対象児の保護者のつらさに寄り添って話を聞く 

 

2 質問紙調査時期 

調査は，2018 年１月下旬～2 月中旬に実施された。 

3 調査対象 

A 県，B 県，C 県，D 県の公立小学校教諭 528 人（男性 184 人，女性 344 人）が本調査

に協力した。ただし，欠損値のあった 8 人分（男性 5 人，女性 3 人）は分析から除外し

た。 
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4 調査手続 

各学校長に調査依頼をし，調査協力の得られた 58 校に調査を実施した。依頼後一か月

以内の実施を期限として回収した。実施にあたっては，本研究者が調査用紙を協力校に持

参し，学校側担当者に対して実施上の留意点等の説明を行った。基本属性を尋ねるフェイ

スシートへの回答と，①インクルーシブ指導行動自己評定 2 次原尺度 21 項目，及び，②

「学級経営指導行動尺度」（福住・河村・山口，2015）8 項目への回答を求めた。回答後

は渡した封筒に入れ，その場で密封してもらった。回答後は，33 校分は郵送で回収し，

それ以外はすべて調査協力校に出向き直接回収した。 

5 質問紙構成 

基本属性として，性別と年齢，教職経験年数，特別支援学校免許の有無，対象児の担

任経験と人数，特別支援教育に関する知識の自己認知，特別支援教育に関する研修歴を尋

ねた。続いて，下記の尺度を実施した。 

①インクルーシブ指導行動自己評定 2次原尺度 

 予備調査で選定した 21 項目を用いた。教示は“特別支援対象児が在籍している学級で

の，担任の指導行動についての調査です。あなたが，以下の項目に挙げる指導行動につい

て，どの程度，行っているかを回答してください。”とし，予備調査と同様に 4 件法で実

施した。 

②学級経営指導行動尺度（福住ら，2015） 

この尺度は，小学校教師の学級経営指導行動を測定するための自己評定尺度で，P 機能

因子 4 項目，M 機能因子 4 項目で構成されており，4 件法で実施する。児童評定ではなく

教師の自己評定によるものであるという点で，ここで作成しようとするインクルーシブ指

導行動自己評定尺度と同様であり，基準関連妥当性の検討に適当であると判断した。 

6 対象児の範囲 

【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

7 倫理的配慮 

8 統計解析 

以上，7，8 は，【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

 

【結果】 

1 インクルーシブ指導行動自己評定 2次原尺度の因子分析 
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まずは，2 次原尺度 21 項目に対して，探索的因子分析（最尤法・プロマックス回転）

を実施した（Table 3）。 

 

Table 3 インクルーシブ指導行動自己評定尺度の因子分析結果（n＝520）（全体α＝.84） 

項         目 F1 F2 F3 共通性 

F1：全体対応因子 4項目（α＝.65）     

21．活動の前には，学級全体に，目標やめあてを決め

させて，確認する 

.61 -.01 -.02 .36 

15．学級の子どもたちに必要な力や育てたい力を考え

て，活動を仕組む 

.60 .01 .07 .41 

18．子どもがいろいろな人と関われるようにグループ

の編成を工夫し，メンバー同士が仲良くなれるよ

うな活動も設定する 

.54 .07 -.03 .31 

14．アンケート調査の結果から，学級の子どもたちの

内面を知る 

.51 -.02 -.02 .24 

F2：架け橋対応因子 4 項目（α＝.79）     

54．対象児が，苦手の克服に向けて努力している最中

であることを学級全体に伝える 

-.08 .87 -.06 .65 

59．対象児の不可解な行動の背景にある思いを周囲が

納得できるように説明する 

.000 .74 .05 .59 

51．対象児用の特別ルールには，周囲の児童が「ずる

い」と思わないように，特別な支援を必要とする

理由や必要性について納得できる説明をする 

.04 .63 .03 .45 

56．「最初に比べたらずいぶんよくなったよね。」と，

対象児のよき変容や成長を学級全体で分かち合う 

.14 .49 .01 .34 

F3：個別対応因子 4項目（α＝.81）     

126．対象児が活躍できる場面や苦手な場面を把握する .07 -.04 .75 .61 

133．課題の量や内容，方法，環境などを調整して，対

象児がうまくできるような工夫をする 

.05 -.01 .74 .59 

123．困った時には校長や他の教師に相談し，援助を求

める 

-.07 -.04 .71 .43 

121．対象児の保護者のつらさに寄り添って話を聞く -.05 .13 .66 .49 

     

因子寄与率（％） 4.80 8.82 32.0  

累積因子寄与率（％） 4.80 13.62 45.62  

因子間相関 F1 F2 F3  

F1 ― .53 .62 

 

F2 .53 ― .48 

 

F3 .62 .48 ― 
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第 1 因子は，担任教師が対象児を受け入れる環境としての学級を育成することを意識し

た対応であるため，第 1 因子を全体対応と命名した。第 2 因子は，対象児への理解を周囲

に促し，対象児を学級の中に位置付けようとする対応であることから，第 2 因子を架け橋

対応と命名した。第 3 因子は，対象児に個別に関わり，対象児が学級に適応することを意

識した対応であるため，第 3 因子を個別対応と命名した。信頼性，妥当性の検討を経て，

インクルーシブ指導行動自己評定尺度（小学校版）が作成された。 

2 インクルーシブ指導行動自己評定尺度（小学校版）と学級経営指導行動尺度との相関 

 インクルーシブ指導行動自己評定尺度の基準関連妥当性を検討するため，学級経営指導

行動尺度との関連を検討した。インクルーシブ指導行動自己評定尺度については尺度全体

と 3 つの下位尺度ごとに，学級経営指導行動尺度については 2 つの下位尺度ごとに，それ

ぞれ項目の得点を単純加算して尺度得点を算出し，インクルーシブ指導行動自己評定尺度

と学級経営指導行動尺度との相関を求めた（Table 4）。 

 

Table 4 インクルーシブ指導行動自己評定尺度と学級経営指導行動尺度の相関 

 学級経営指導行動尺度 

P 機能 M 機能 

尺度総得点 .57** .61** 

全体対応 .51** .55** 

架け橋対応 .46** .51** 

個別対応 .39** .39** 

数値は相関係数，**p＜.01 

 

以上から，インクルーシブ指導行動は，P機能とM機能の両方に中程度の相関があるこ

とが明らかとなった。 

 

【考察】 

 作成されたインクルーシブ指導行動自己評定尺度（小学校版）により，個別対応と全体

対応を融合する因子として架け橋対応が抽出され，「個」と「全体」をつなぐアドボカシ

ー機能をもつ教師の指導行動の存在と特徴が実証的に明らかにされた。 

 インクルーシブな学級経営における指導行動は，因子分析結果から，全体対応，架け橋

対応，個別対応の３因子に分類されることが示された。また，インクルーシブ指導行動自
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己評定尺度（小学校版）は，教師自身による自己評定であるため，結果を自己分析するこ

とにより，すべての教師がインクルーシブな学級経営の指針を手に入れることができ，イ

ンクルーシブな学級の構築に向けて日々努力している教師に対する援助となる知見を提供

することになるものと考える。 
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第四章 インクルーシブ型学級とアイランド型学級の担任教師の 

指導行動・指導意識の検討 

 

第一節 指導行動の差異の検討【研究 5】 

【目的】 

【研究 2】【研究 3】において，良好な学級状態である親和型学級には，インクルーシブ

型親和学級とアイランド型親和学級があることが明らかにされ，両タイプの学級に児童の

学級適応感や学級の質（教師同一視・学級受容性・教育的相互作用）の差異があることが

確認された。【研究 4-1】【研究 4-2】においては，インクルーシブ型親和学級を構築する教

師からの聞き取りを基に，インクルーシブ指導行動自己評定尺度を作成し，その信頼性，

妥当性を確認した。 

【研究 5】では，【研究 4-2】で作成したインクルーシブ指導行動自己評定尺度を用いて，

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師の指導行動を測定し，イン

クルーシブ指導行動の差異を検討する。差異が認められたならば，インクルーシブな学級

を構築する指導行動の特徴が実証的に明らかになり，インクルーシブな学級経営の指針が

得られると考えられる。 

 

【方法】 

1 調査対象 

 【研究 3】において選定したインクルーシブ型親和学級担任教師 14 人，アイランド 

型親和学級担任教師 22 人，計 36 人を対象とした。 

2 質問紙調査時期 

3 調査手続き 

  以上，2，3 は，【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

4 質問紙構成 

① インクルーシブ指導行動自己評定尺度（小学校版） 

担任教師に，【研究 4-2】で作成した「インクルーシブ指導行動自己評定尺度（小学校

版）」への回答を求めた。12 項目からなり，全体対応，個別対応，架け橋対応の 3 つの下

位因子により構成され，4 件法で実施した。 

② 学級満足度尺度（河村・田上，1997b） 
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 【研究 1】と同様の尺度である。本研究では，インクルーシブ型親和学級，アイランド

型親和学級の両学級タイプを同定するために用いた。 

5 対象児の範囲 

【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

6 倫理的配慮 

7 統計解析 

以上，6，7 は，【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

 

【結果】  

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級のインクルーシブ指導行動の差異

を検討するために，2 つの学級類型を独立変数に，インクルーシブ指導行動の 3 つの下位

尺度得点および児童理解の 3 つの下位尺度を従属変数とした独立サンプルのｔ検定を行っ

た（Table 1）。なお，各類型の得点の下位尺度得点をグラフに示した（Figure 1）。 

 

Table 1 学級類型別のインクルーシブ指導行動得点平均値の違い 

下段(   )内は標準偏差，**p＜.01，*p＜.05 

 インクルーシブ型 

（n＝14） 

アイランド型 

（n＝22） 

F 値 

（df） 

ｔ値 ｄ 

（効果量） 

全体対応 14.86 

（1.75） 

13.41 

(1.74) 
0.16 

（34） 
2.43* .81(大) 

架け橋対応 14.43 

（1.91） 

11.68 

（3.21） 

3.51 

（34） 
2.88** .96(大) 

個別対応 14.36 

(1.50) 

12.64 

（1.99） 

3.02 

（34） 
2.78** .93(大) 
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Figure 1 学級類型別のインクルーシブ指導行動得点 

以上から，インクルーシブ型親和学級の担任教師は，アイランド型親和学級の担任教

師に比べて，インクルーシブ指導行動得点が有意に高いことが明らかになった。 

 

【考察】 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師のインクルーシブ

指導行動の発揮には，明らかな差異が認められた。全体対応，架け橋対応，個別対

応ともに，インクルーシブ型親和学級を担任する教師の方が多く発揮していた。ま

た，両学級の3つの指導行動のバランスを標準得点化したグラフによって比較したと

ころ，インクルーシブ型では架け橋対応が最も高く，アイランド型学級では架け橋

対応が最も低くなっており，架け橋対応の発揮量の違いが最も大きいと考えられた。 

本研究結果は，個別対応と全体対応の統合の役割を果たし，かつ，対象児と周囲

児をつなぐ指導行動として，対象児と周囲児の相互理解を促進し，認め合えるよう

にする架け橋対応の存在を示した。インクルーシブ型親和学級の担任教師は，全体

対応と個別対応に加えて架け橋対応の発揮が多く，架け橋対応により個別対応と全

体対応の統合と，対象児と周囲児をつなぐ支援が効果的に行われていると考えられ

た。これは，【研究2】において，教室観察の結果から得られた教師の指導行動の特

徴とも一致しており，臨床像を実証的に明らかにしたものと考えられた。 
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第二節 指導意識の差異の検討【研究 6】 

【目的】 

インクルーシブ教育における教師の指導意識として，「統制的・管理的」側面と「受容

的・共感的」側面の影響があり，「統制的・管理的」側面は対象児を排除する行動と結び

つきやすく（湯浅，2011），「受容的・共感的」側面は対象児を受け入れるインクルーシブ

の理念と親和性が高いと考えられ，共感的理解が重要であるとの主張（今関，2010；楠，

2016）につながっている。しかし，インクルーシブ教育における教師の指導意識を実証的

に検討した研究は見当たらず，「統制的・管理的」側面と「受容的・共感的」側面の影響

は不明である。 

【研究 6】の目的は，インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師の

指導意識の違いを明らかにすることである。 

 

【方法】 

1 調査時期 

【研究 5】と同様であるため，記載を省略した。 

2 調査対象 

3 調査手続き 

2，3 は，【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

4 質問紙構成 

① 児童理解尺度（深沢，2018） 

 教師の指導意識である認知的共感性の測定に使用した。この尺度は，児童の表情や態

度などを敏感に察知し，反応する「敏感性」，おかれている児童の状況に身を置いて児童

の気持ちを，推測しようとする態度や感得する能力である「視点取得」，児童個々の特性

を考慮した上での児童の考え方や感じ方への理解である「個別性理解」の 3 因子 12 項目

により構成されている。通常学級において困難を抱える児童の存在を想定している 5 件法

の尺度である。本研究では一因子として扱い，3 つの下位因子得点を合計して認知的共感

性得点とした。この得点が高い程，認知的共感性が高いことになる。 

② IBT-T教師の管理意識尺度（河村，1998） 

教師の指導意識である管理意識の測定に使用した。この尺度は教師が学級の児童を管

理しようとするときに見られるイラショナル・ビリーフの強さを測定するものである。1
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因子 10 項目から構成され， 4 件法で実施する。回答値の合計点が管理意識得点となり，

この得点が高い程，管理意識が高いことになる。 

③ 学級満足度尺度（河村・田上，1997b） 

 インクルーシブ型親和学級，アイランド型親和学級の両学級タイプを同定するために用

いた。 

5 対象児の範囲 

【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

6 倫理的配慮 

7 統計解析 

6，7 は，【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

 

【結果】 

 インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級のインクルーシブ指導行動の差異を

検討するために，2 つの学級類型を独立変数に，指導意識である管理意識得点および認知

的共感性得点を従属変数とした独立サンプルのｔ検定を行った（Table 2）。また，各尺度

の項目数に違いがあるため，各類型の管理意識得点および認知的共感性得点を偏差値化し

た上でグラフに表し，両意識のバランスを確認した。（Figure 2）。 

 

Table 2 インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の指導意識得点平均値の違い 

下段(   )内は標準偏差，**p＜.01，*p＜.05 

 インクルーシブ型 

（n＝14） 

アイランド型 

（n＝22） 

F 値 

（df） 

ｔ値 効果量ｄ 

 

管理意識 35.86 

（3.53） 

34.32 

(4.16) 

1.15 

（34） 
1.14n.s. .38(小) 

認知的共感性 58.07 

（7.55） 

50.50 

（8.30） 

0.55 

（34） 
2.76** .92(大) 
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Figure 2 学級類型別の指導意識 

以上から，インクルーシブ型親和学級の担任教師は，アイランド型親和学級の担任教

師に比べて，認知的共感性得点が有意に高いことが明らかになった。管理意識得点に有意

な差は認められなかった。また，インクルーシブ型親和学級では管理意識得点より認知的

共感性得点が高く，アイランド型親和学級では認知的共感性より管理意識得点の方が高く，

両学級の担任教師の指導意識のバランスが異なることが明らかになった。 

 

【考察】 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師の指導意識には，明ら

かな差異が認められた。管理意識に差は認められなかったが，認知的共感性は，インク

ルーシブ型親和学級の担任教師の方が高かった。観察では，アイランド型親和学級の担

任教師に管理統制的な指導行動が認められたため，インクルーシブ型親和学級の担任教

師よりも管理意識得点が高いものと予想したが，検定の結果は両学級に有意差が認めら

れず，得点はむしろアイランド型親和学級の担任教師の方が低かった。しかし，両意識

のバランスに注目すると，アイランド型親和学級の担任教師は相対的に管理意識の方が

高く，インクルーシブ型親和学級の担任教師は相対的に認知的共感性の方が高いことが

示され，両意識のバランスが指導行動の質に影響を与えるのではないかと考えられた。 

リーダーシップPM類型と教師の勢力資源との関連を研究した河村（1996）や河村・田
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上（1997a）は，PM型教師のP機能，M機能と，Pm型教師やpM型教師のP機能，M機能と

は質的な相違があることを明らかにした。この知見は，児童が認知する指導行動につい

ての知見であるが，指導行動の背景に指導意識があることを想定できるため，これを援

用すると，インクルーシブ型親和学級担任教師の指導意識は，管理意識と認知的共感性

の両方が強い「強管理・強共感」型であるのに対し，アイランド型親和学級担任教師の

指導意識は，管理意識が強く認知的共感性が弱い「強管理・弱共感」型であったため，

管理意識の質に違いが生じたのではないかと考えられる。 

これに従えば，P機能に関連があると考えられる管理意識と，M機能に関連があると考

えられる認知的共感性の，両指導意識のバランスの違いが，指導行動の質的な違いに影

響を与えることは十分に推測される。これを検証するためには，インクルーシブ型親和

学級の担任教師とアイランド型親和学級の担任教師の指導意識が，それぞれの指導行動

に与える影響を検討する必要がある。 

 

第三節 指導行動と指導意識の関連の検討【研究 7】 

【目的】 

【研究 6】の結果から，【研究 2】で得られた指導行動の臨床像の相違には，【研究 5】

で明らかにされた量的な相違のみならず，指導行動の背景にある指導意識のバランスの相

違が関係していると考えられた。【研究７】の目的は，インクルーシブ型親和学級とアイ

ランド型親和学級の担任教師の指導意識が指導行動に与える影響の相違を明らかにするこ

とである。 

 

【方法】 

1 調査時期 

【研究 5】と同様であるため，記載を省略した。 

2 調査対象 

3 調査手続き 

2，3 は，【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

4 質問紙構成 

① インクルーシブ指導行動自己評定尺度（小学校版） 

【研究 5】と同様であるため，説明は省略した。 
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② 児童理解尺度（深沢，2018） 

③ IBT-T教師の管理意識尺度（河村，1998） 

④ 学級満足度尺度（河村・田上，1997b） 

 ②，③，④は，【研究 6】と同様であるため，説明は省略した。 

5 対象児の範囲 

【研究 3】と同様であるため，記載を省略した。 

6 倫理的配慮 

7 統計解析 

6，7 は，【研究 1】と同様であるため，記載を省略した。 

【結果】 

1 学級類型別の指導意識とインクルーシブ指導行動との相関 

インクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の担任教師の指導意識と指導行動

の関連を検討するため，指導意識と指導行動の学級類型別の相互相関を Table 3 に示す。 

 

Table 3 親和型学級担任教師の指導意識と指導行動の相互相関 

 認知的共感性 管理意識 全体対応 架け橋対応 個別対応 

認知的共感性 

 
－     

管理意識 .41* 

.02 
－    

全体対応 .46* 

.19 

.60** 

-.02 
 －   

架け橋対応 .65** 

.21 

.20 

.22 

  .72** 

.13 
 －  

個別対応 .50* 

.65** 

.09 

.42* 

.19 

.14 

.37 

  .52** 
 － 

上段はインクルーシブ型親和学級担任教師，下段はアイランド型親和学級担任教師，**p＜.01，*p＜.05 

 

以上により，インクルーシブ型親和学級担任教師では，認知的共感性と管理意識，認

知的共感性と 3 つの指導行動（全体対応，架け橋対応，個別対応），管理意識と全体対応，

全体対応と架け橋対応の間に正の有意な相関がみられた。アイランド型親和学級担任教師

では，認知的共感性と個別対応，管理意識と個別対応，架け橋対応と個別対応の間に正の

有意な相関がみられた。この結果に基づいて，教師の指導意識が指導行動に与える影響に

ついて，仮説モデルを作成した。 
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2 教師の指導意識がインクルーシブ指導行動に与える影響 

管理意識と認知的共感性の 2 つの指導意識が，全体対応と架け橋対応と個別対応の 3 つ

の指導行動に与える影響を検討した。まず，Amos 26.0 を用いて，管理意識が，認知的共

感性を媒介して全体対応，架け橋対応，個別対応の 3 つの指導行動へと関連する仮説モデ

ルを検討するためのパス解析を行った（Figure 3）。分析の結果，認知的共感性から，イン

クルーシブ指導行動の下位因子である全体対応，架け橋対応，個別対応への有意なパスが

確認された。 

Figure 3  親和学級担任教師の管理意識，認知的共感性が指導行動に与える影響のパス解

析結果 

以上から，親和型学級担任教師の認知的共感性得点が高いとインクルーシブ指導行動

の下位因子である全体対応得点，架け橋対応得点，個別対応得点が高いことが示唆された。 

このモデルが学級類型の違いを超えて一般化可能かどうかを確認するために，教師の

学級類型別の多母集団同時分析を行った。まず，採用モデルの検討を行ったところ，全体

対応と個別対応の誤差項の共分散を 0 等値として，母集団間で有意差の無いパスと共分散

に等値制約を置くモデル［モデル 2］の適合度が最も良いことが示唆されたため，［モデ

ル 2］を採用した（Figure 4，5）。 
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Figure 4 インクルーシブ型親和学級担任教師の管理意識，認知的共感性が指導行動に与

える影響のパス解析結果 

 

 

Figure 5 アイランド型親和学級担任教師の管理意識，認知的共感性が指導行動に与える

影響のパス解析結果 
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以上から，インクルーシブ型親和学級担任教師とアイランド型親和学級担任教師では，

指導意識が指導行動に与える影響に違いがあることが明らかとなった。 

インクルーシブ型親和学級担任教師の全体対応には認知的共感性が管理意識を媒介し

て影響を与え，架け橋対応，個別対応には認知的共感性が影響を与えていた。認知的共感

性から全体対応への間接効果は，「.41×.57＝.23」であった。アイランド型親和学級担任

教師の全体対応や架け橋対応には管理意識も認知的共感性も影響を与えておらず，個別対

応には認知的共感性と管理意識の両方の指導意識が影響を与えていた。 

 

【考察】 

インクルーシブ型親和学級担任教師のもつ認知的共感性がインクルーシブ指導行動と

なって表出していると考えられ，学級全体向けた指導でさえも根底には認知的共感性があ

り，児童に罰や強制を感じさせるような指導行動にはなっていないと考えられた。また，

全体対応とともに，架け橋対応が行われていることから，そこには対象児を学級集団へ招

き入れる意識があると考えられ，架け橋対応は対象児のための対応という意味合いよりも，

周囲児あるいは学級づくりのための対応という意味合いの方が強いと考えられた。 

 アイランド型親和学級担任教師のもつ認知的共感性と管理意識は，個別対応の指導行動

となって表出していると考えられ，二種類の個別対応が行われている可能性が考えられた。

インクルーシブ型親和学級の担任教師と同様に認知的共感性を背景にもつ個別対応も行わ

れているものの，それとは別に管理意識を背景にした個別対応も行われている可能性があ

る。これは，学級全体の統一や統制を乱したくないという意識から生まれる対象児の逸脱

への対応であると考えられ，【研究 2】の教師の臨床像から，対象児に全体への同調と同

化を求める排除的要素を含む対応であると推察された。また，個別対応とともに，架け橋

対応が行われていることから，そこには周囲児に対して対象児に関わってほしい，特別な

支援が必要な状況を理解してほしいという意識があると考えられた。さらに，架け橋対応

に認知的共感性が影響を与えていないことから，アイランド型親和学級担任教師の架け橋

対応は，対象児への個別対応に対して周囲に理解と我慢を求めるというように，対象児の

不適切な行動を増加・悪化させないための個別対応の一つとして行っていると推察された。 

 両学級担任教師の管理意識に注目すると，インクルーシブ型親和学級担任教師の管理

意識は認知的共感性から全体対応への媒介変数として作用し，学級全体に対して管理的な

指導を行う場合にもその背景には認知的共感性があることが明らかになった。これにより，
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インクルーシブ型親和学級担任教師は，対象児の存在を意識し，その特性や状況，感情や

思考に配慮しつつ管理的な指導を行っていると考えられた。一方，アイランド型親和学級

担任教師の管理意識は，単独で個別対応に作用しており，対象児の逸脱に対して，十分な

配慮なく同化を求めるような管理的な指導が行われていると考えられた。 

したがって，インクルーシブ型親和学級の担任教師とアイランド型親和学級の担任教

師では，インクルーシブ指導行動の発揮量が違うだけでなく，指導行動に影響を与えてい

る指導意識にも違いがあり，それが指導行動の質的な違いになって現われ，観察で確認さ

れたものと考えられた。 
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第五章 研究のまとめと今後の課題  

 

第一節 総合考察 

インクルーシブ教育がスタートし 10 年以上の時間が経過し，法的整備及び条件整備は

充実してきたと言える。しかし，児童の学級適応感は，2005 年の移行期と比べ，児童全

体として高くなっているものの，10 年余を経過した 2017 年においても，依然として対象

児と周囲児の学級適応感には差が認められた。多くの教師がインクルーシブ教育は必要で

あると考えている（上野・中村，2011）が，その一方で，不安や抵抗感があることが指摘

されており（中央教育審議会，2010；下無敷・池本，2008；上野・中村，2011），本研究

のインクルーシブ型親和学級とアイランド型親和学級の 2 類型があるという指摘は，イン

クルーシブ教育に対する意識や指導行動に教師間でばらつきがあることを明らかにしたと

いえる。 

担任教師の指導行動においては，アイランド型親和学級担任教師は，インクルーシブ

指導行動の発揮が少なく，特に対象児と周囲児の関係をつなぐ架け橋対応の指導行動が少

ないことが明らかになった。学級担任に求められている支援の一つとして，対象児と周囲

児を「つなぐ支援」があることが指摘されていた（井上・窪島，2009）が，これまで「つ

なぐ支援」が具体的にどのような指導であるのかは明らかにされておらず，「個と全体を

つなぐ」ことの理解は曖昧であった。本研究では，対象児と周囲児をつなぐための意図的

な指導行動である架け橋対応が，「個」と「全体」をつなぐアドボカシー機能をもつ教師

の指導行動であり，インクルーシブ型親和学級を構築する重要な要因であることが示唆さ

れた。共生社会の実現をめざす学級集団づくりの重要性を理解し，対象児と周囲児の成長

をともに期待する架け橋対応を行う担任教師が，児童の人権を尊重する社会モデル・人権

モデルの障害観を有している教師像であることが推察された。 

これまでの日本の学級経営は，個を集団に適応させるために集団の規律を理解し守る

ことを目指す管理的な一面をもち，教師が児童を管理統制するつもりはなくても，集団の

中で生活することを学ばせる「集団づくり志向」が強く支持されている（安藤，2013）た

め，通常学級には，児童生徒たちに一律に行動することを求める同調圧力が強く働き（恒

吉，1996），個々の生活・家庭背景を踏まえない形式的平等主義と強い同調圧力によって

個々の差異が一元化されて，同質性の高い学級集団が出来上がり，異質性を目立たせ，序

列化を進める機能を持つ（湯浅，2018）ことが指摘されている。これらの知見を踏まえる
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と，通常学級の学級経営においては，集団にとってマイナスになるのであれば，「個」が

自分の権利を主張することを良しとしない風習が存在し，日本の教師は無自覚的にこれに

従って行動しているため，たとえ対象児と周囲児の関係性が乏しくとも，学級内に目立っ

たトラブルや不適応状態が見られなければ，その状態を問題視していない可能性がある。

つまり，教師が学級全体を優先する学級経営に取り組むことで，教師も周囲児もそれが排

除だと気付かない無意図的な排除の関係が生起し無自覚的にアイランド型の学級を生み出

していると考えられる。アイランド型親和学級担任教師の指導行動において，全体対応と

架け橋対応には指導意識からの影響は認められず，個別対応に対してのみ管理意識と認知

的共感性がそれぞれ単独で影響を及ぼしていたという本研究の結果により，このことが裏

付けられたといえる。 

インクルーシブ指導行動と背景にある指導意識の検討から，多様な児童が所属する学級

において，管理的な指導に拠らず統合的に指導を行うためには，認知的共感性が重要な要

因であることが示唆された。インクルーシブ教育において求められる教師の認知的共感性

に含まれる要素は，異質な他者に対する敏感性（Germain，1998），異質な他者の視点取得

（Goleman，2006；Oliner & Oliner，1995），対象が置かれた状況の理解，社会の構造的

な不平等についての洞察を含む社会的共感性（Meyers, Rowell, Wells & Smith，2019）で

あることが指摘されている。したがって，認知的共感性の高い教師は，集団を基盤とした

形式的平等主義と同調圧力による指導行動ではなく，児童生徒の関係性の微妙な変化に敏

感に反応し，その時々に児童生徒の内面に喚起している感情や思考を推測しつつ，不平等

や差別を敏感に察知し洞察するといった指導行動を発揮しており，これにより対象児が排

除されない学級経営につながっていると推察された。 

アイランド型親和学級のように，学級内に目立つトラブルが生起しておらず，1，2 名

の児童を除いて他の児童が適応的であった場合，インクルーシブ型親和学級とアイランド

型親和学級の弁別は明確になされず，これまでの学校現場においては，どちらも良好な学

級状態であると見做されてきたのではないかと推測される。したがって，アイランド型親

和学級担任が教師として不適格というわけではないと思われる。しかし，障害児教育は理

念の変更とともに大きく制度が変わり，新たなインクルーシブ教育という理念の下におい

ては，従来では良いとされていた指導行動や背景にある指導意識のままでは，対象児の適

応感や，教育の環境となる学級の質においても課題がみられることが本研究で明らかにな

った。したがって，教師は，インクルーシブ教育の理念の実現に向けた指導意識に基づい
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たインクルーシブ指導行動を発揮し，インクルーシブな学級を構築していくことが求めら

れているのである。 

 

第二節 討論 

第一項 従来からの指導意識をインクルーシブ教育の理念に沿った指導意識へと変容させ

る難しさについて 

教師たちの混乱の原因と意識を変えることの困難さについて，以下のように見解を述

べる。 

〇これまで日本の学校教育が重視してきた学校の社会化機能に，一人ひとりの個性を尊重

する個性化機能を取り入れようとしたとき，矛盾が生じやすい。 

〇日本の教師たちは，構造的に集団に対して管理・統制的な意識をもちやすく，個々の人

権よりも集団の成果を優先する学校文化がある。 

〇インクルーシブ教育の導入に際し，条件整備や知識・スキルの獲得が優先されたため，

インクルーシブ教育の理念の理解や指導意識の変容には目が向けられてこなかった。 

〇学力向上などの教育改革は，成果志向で効率主義的な考え方を強めるため，集団全体の

成果につながらない存在を排除する傾向が生じやすい。 

教師の指導意識は，学級制度，学力向上の教育施策，学校の多忙化などの学校文化や

教育制度の影響を受けている。それゆえ，担任教師は，自らの指導意識が知らず知らずの

うちに学校文化や教育制度からの影響を受けていることを自覚し，指導行動やその背景に

ある指導意識を自己点検することが必要になるのである。 

第二項 学級集団づくりにおける教師の指導意識の変容への期待  

教師の指導意識は，学校文化や教育制度の影響を受けており，その変容が容易ではな

いことが討論された。このような困難な状況があることを踏まえつつ，指導意識の変容の

可能性について見解を述べる。 

〇指導意識を変容させる可能性は学級集団づくりの組織的な実践に内包されていると考え

られる。 

〇共生社会の実現を目的とするならば，学級集団づくりは重要な過程であり，そのために，

教師は社会モデル・人権モデルの障害観を前提にして，学級集団づくりをする必要が

ある。 
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法的整備，環境整備に傾注してきた 10 年を経て，インクルーシブ教育の次の 10 年は，

共生社会の実現に沿うインクルーシブ教育の理念にふさわしい学級集団の状態を明確にし，

そのような学級を構築するための教師の指導意識とそれを具現化する指導行動を，個々の

教師が確実にとれるようにすることが必要である。そのためには，学校体制を通して，学

級集団づくりを共通のフィールドとし，教師たちが協働的に活動することが，切に求めら

れる。その中で，教師の指導意識と指導行動の変革が起こってくることを期待する。 

 

第三節 今後の課題 

討論により，次の 10 年の実践課題として，①インクルーシブな学級を構築するための

教師の指導意識の変革とそれを具現化する指導行動を個々の教師が確実にとれるようにす

ることが挙げられた。ただし，教師が個々に自らの学級経営を省察して，①の状態に至る

には限界がある。そこで，①への取組として，②学校体制を通して，教師たちが協働的に

活動すること，が挙げられた。 

この実践課題を解決するためには，精度が高く実践に有効なエビデンスの提供とそれ

に基づいて，①学級経営コンサルテーションのあり方を示すこと，②教師集団による組織

的な取組による指導意識の変革プログラムを開発すること，が必要となるだろう。ただし，

エビデンスの精度という点において，本研究には限界がある。本研究は調査時点での学級

状態を捉えて類型化したが，アイランド型親和学級の中にインクルーシブ型親和学級への

過渡期にあった学級が含まれている可能性も否定できない。類型化の精度を高めるには，

学級単位での縦断的な研究が必要である。また，分析において学級内に在籍する対象児の

人数は考慮したものの，対象児の特性や支援ニーズの大きさについては考慮することがで

きなかった。対象児の属性が教師の指導に影響を及ぼす可能性も考えられ，その点も含め

て分析することにより，より精度の高いエビデンスを得られると考えられる。さらに，本

研究では，指導意識として管理意識と共感性を取り上げたが，先行研究において，教師の

指導意識は複数存在し，それが相互に影響し合って指導行動として表出されると言われて

いる。管理意識と認知的共感性以外の指導意識も検討することによって，変革すべき指導

意識のヒントを得られるであろう。したがって，学級経営コンサルテーションのあり方を

示し，教師集団による組織的な取組による指導意識の変革プログラムを開発するためには，

縦断的な調査や広範囲な調査，変数を追加した調査が求められる。今後の研究課題とした

い。                                   以上。 
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